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概要 

2011 年 3 月 11 日の東日本大震災による福島第一原子力発電所事故によって、大量の放射

性物質が環境中に放出されたことにより、人々の放射線に対する関心が高まった。原子力災

害によって被災住民は大きな不安による高レベルのストレスを抱えていることが知られて

いる。日本においても、食品摂取による内部被ばくへの不安から、福島県産食品が忌避され

るなど、経済的にも深刻な影響を与えている。 

福島第一原子力発電所事故とよく比較されるチェルノブイリ原子力発電所事故当時の状

況においては、人々に知らされた事故の状況や放射性物質放出の情報は非常に限定的であ

った。福島第一原子力発電所事故後の日本においては、マスメディアによる連日の報道によ

って事故の状況が報道され、様々な団体によるシンポジウムや対話集会が多数開催されて

いるが、これらを通じたリスクコミュニケーションによって様々な情報が提供されていた

にも関わらず、「何故、十分な情報提供が行われなかったチェルノブイリ原子力発電所事故

後の人々と同様の不安を、人々が抱えているのか？」「何故、放射線に関連して、医療に対

する忌避感、福島県産食品の買い控えなどへの忌避感が形成されていったのか？」という疑

問が生じた。このような疑問に対し、東京電力福島第一原子力発電所事故に関連して提供さ

れた様々な情報を人々がどう受け止め、どのような反応を示したかを調査することには今

後同様の災害や事故が起きた場合のリスクコミュニケーションを効果的に行うための基礎

となり、意義があると考える。 

そこで本博士論文では、原子力災害における人々の不安に対する、放射線の情報提供に関

する検討を行った。本博士論文の構成は以下のとおりである。 

第 1 章では、序論として東日本大震災による福島第一原子力発電所事故によって引き起

こされた人々の不安について整理した。東日本大震災による福島第一原子力発電所事故後

の状況を、チェルノブイリ原子力発電所事故後の欧州の状況と比較しつつ、汚染地域の人々
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の不安や課題を整理した。原子力災害後の人々のなかで、食事による内部被ばくに対する不

安が大きく、これに対する適切な情報提供が必要とされていることが明らかになった。ま

た、人々に対し、様々な情報提供が行われたにも関わらず、福島に対して放射線に関連した

忌避感や悪感情が発生していることが明らかになった。このような感情が形成されていっ

た過程を明らかにすることが、将来のリスクコミュニケーションや情報提供のあり方に寄

与すると考えられ、本研究の目的として設定した。 

福島第一原子力発電所事故後、問題となった主要な課題の一つとして、被災地の住民によ

るによる汚染された食物摂取の可能性であり、これによる内部被ばくが懸念され食への不

安となっていた。そこで第２章では、これに関連して食物摂取による内部被ばくを管理する

ため、食事から摂取された放射能の量を推定するシステムを開発した。これを用いること

で、人々の食品摂取による内部被ばくに対する不安に対し、適切な情報を提供することを試

みた。このために、チェルノブイリ原子力発電所事故後のヨーロッパの内部被ばく評価に使

用されたツールを、日本の食習慣に合わせて改変し、個人の内部被ばくを管理できるように

した。Web アプリケーションとして実装され、Web上で入手可能な食品中の放射性物質の検

査結果を自動的に収集し、摂取した料理の放射能量を推定して自動的に内部被ばく線量を

計算して被ばく履歴を管理することができる仕組みを実装した。このシステムを利用する

ことで、これまでどのくらい被ばくしたのかの履歴を管理し、目の前の食事を食べることで

どのくらい被ばくするのかの視覚化を試みた。このシステムにより目の前の食事を食べる

かどうかを自ら判断して決める自己決定権の回復が図られ、事故後の状況への無力感を軽

減することで、人々の食に対する不安を軽減できるものと考える。このシステムは緊急時被

ばく状況において重要であるものの、現在の状況においては食品中の放射性物質の基準値

によって厳格に管理され、これを超える放射能の食品は流通しないため重要度は下がって

いるものの、このような仕組みを将来の不測の事態に備えて準備しておくことは重要であ

る。 
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第３章では、福島第一原子力発電所事故によって生じた、人々の放射線に関連する不安が

どのように福島に向けられ、どのように福島への拒否感や悪感情が形成されていくのかを

明らかにすることを目的とした。事故後１年間に Twitter上に投稿された「放射線」、「放射

能」、「放射性物質」のいずれかを含む約 1900万 Tweetを対象に、感情極性値を用いた感情

分析を行った。福島県に関する Tweet は、他の地域に関連した Tweet と比べて明らかに否

定的な感情を示し、時間の経過に伴ってさらにネガティブに向かう傾向を示した。放射線に

関する Tweet は全体的に減少し、放射線に対する気持ちもポジティブに向かう傾向が見ら

れたものの、福島県に関する Tweetがネガティブに向かう傾向にある一方で、割合が上昇し

ていることから、福島県に対する否定的な感情が強まっている可能性が認められた。福島県

に関する Tweet 以外の Bot やリツイートは徐々にポジティブに向かう傾向を示す一方で、

福島県に関する Bot やリツイートはネガティブに向かう傾向を示すことを明らかにした。

これらの結果は、Botやリツイートによって拡散された福島県と放射線を連想させる否定的

な感情によって、福島県に対する嫌悪感が高まった可能性が認められた。 

本研究は、「原子力発電所事故によって生じた人々の不安が、放射線と関連して被災地で

ある福島県に対し、時間が経つにつれてより否定的な感情とともに人々に捉えられていく

ようになり、それによって人々が福島に対する忌避感を増加させることに影響を与えてい

るのではないか」という仮説を支持するものであった。 

本研究では、原子力災害に伴う人々の食に対する不安に対し、適切な情報提供を行うた

めの仕組みを構築した。自分の食事による内部被ばく情報を提供することで、自分ごととし

て捉えられる情報を提供し、摂取するかどうかの判断を自ら決められることができるよう

にするツールである。福島第一原子力発電所事故によって不安を感じている住民のみなら

ず、チェルノブイリ原子力発電所事故による被害をうけている住民がこのツールを利用し、

人々の不安を軽減することが期待される。将来の原子力災害への備えとしても期待され、内

部被ばくに限らず、外部被ばくや医療被ばくとの連携や、栄養管理や食品汚染への応用も期
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待される。また、ソーシャルメディア上において、人々が放射線と福島に関連して否定的な

感情を増加させていく傾向を明らかにした。この結果は人々の感情が放射線と福島に関連

して、どのように形成されていき、風評被害や放射線検査などに対する忌避感を醸成してい

ったのかを探る大きな手がかりとなり、今後のリスクコミュニケーションの発展に寄与す

ることが期待される。 
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1. 序章 

1-1. はじめに 

2011年 3月 11日午後２時 46分、三陸沖を震源とするマグニチュード９の地震が発生し、

その 1 時間後に遡上高 14～15m の津波によって東京電力福島第一原子力発電所は全電源を

喪失した。運転中だった１〜３号機でメルトダウンが起きた影響で水素が大量発生し、3 月

12日に 1 号機、3 月 14日に 3 号機が相次いで水素爆発を起こし、3月 15 日に 2号機、4 号

機も損傷し、大量の放射性物質が環境中に放出された。このことは国際原子力事象評価尺度

において、レベル７に分類された[1]。 

福島第一原子力発電所事故とよく比較されるチェルノブイリ原子力発電所事故当時の状

況においては、人々に知らされた事故の状況や放射性物質放出の情報は非常に限定的であ

った。事故当日の 1986 年 4 月 26 日にはチェルノブイリ原子力発電所近隣にあったプリピ

ャチ市の住民は何も知らされず、事故の翌日には詳細を知らされないまま突然に、避難を余

儀なくされた。30 ㎞圏の住民の避難が決定されたのは 5 月に入ってからのことである。そ

れまでキエフ州の人々はほとんど何も知らされずにいた[2]。旧ソビエト連邦政府は近隣諸

国への通報も怠り、この事故を隠していた。西側諸国に事故発生が明らかにされたのは、

1986 年 4 月 28 日にスウェーデンのフォッシュマルク原子力発電所において、強い放射線が

検出されたことをきっかけにスウェーデン政府が旧ソビエト連邦政府に問い合わせたこと

によって、発表されたチェルノブイリ原子力発電所で事故が起きたことを伝える短い発表

であった[3]。事故の規模や詳細を解析するために最も重要な旧ソビエト連邦内での放射性

物質汚染データの公開は、事故から 3年後の民主化運動が高まる 1989 年の春まで待たねば

ならなかった[2]。このように、原子力発電所の事故やその後の汚染情報は政治の壁に阻ま

れ、小出しにしか出てこず、人々は不安に駆られた。 

福島第一原子力発電所事故においては、震災発生が日中であったこともあり、その直後か

らテレビをはじめあらゆるメディアで地震の被災状況や津波の様子、津波による福島第一
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原子力発電所の電源喪失の状況から 12 日の午後 3 時に 36 分に起きる１号機の水素爆発の

様子までリアルタイムで中継され、インパクトを持って報道された[4-7]。日本国内の多く

の人が爆発の映像を視聴し、衝撃を受けた。福島第一原子力発電所の電源喪失が明らかにな

り、3 月 11 日の午後 9 時過ぎには半径 3 ㎞圏内の住民に避難指示が出された。翌朝 5 時過

ぎには 10 ㎞圏内に避難指示が発令され、全町民が避難を開始した[8]。その後も続く 3 号

機、2号機、4 号機の事故の状況や放射線に関するさまざまな報道がなされ、人々は情報の

洪水にさらされた。 

このように、情報の提供という一面から２つの事故を見比べて、被災者の置かれた状況は

対照的とも言えるほどに違いがあるにも関わらず、人々が抱える不安には後述のように共

通したものがある。本博士論文においては、原子力災害における人々の不安に対する、放射

線の情報提供に関する検討を行なった。 

 

1-2. 原子力災害による住民の不安 

1986 年 4 月に旧ソビエト連邦のチェルノブイリ原子力発電所 4 号機が爆発し、欧州だけ

でなく、全世界に影響を及ぼした。特に旧ソビエト連邦のベラルーシおよびウクライナの居

住地域に広範囲にわたって放射能汚染をもたらした。この事故によって、被災住民は日常生

活から自由が奪われ、今後の人生を破壊されてしまったと感じ、大きな不安による高レベル

のストレスを抱えていることが知られている[9]。不安の主たるものは健康についてであり、

特に子供の健康について焦点が当てられている。身体障碍についても常に言及され、放射能

の長期影響の不透明さに、言い知れぬ不安をおぼえている。また、もう一つの重大なストレ

スの要因として、科学技術や医療、国に対する信頼の喪失が挙げられている。事故当時の当

局の透明性の欠如や現在進行中の対策とそれに伴う潜在的な健康影響によって、人々は専

門家をこれ以上信用できなくなり、問題解決に貢献できないと感じ、状況をコントロールで

きないという感覚に陥り、自己決定権を阻害されていると感じている。その結果、人々は社
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会的不信感を募らせていき、無力感、自暴自棄、そして疎外感を感じるようになっている。

このような状況は福島でも起きうることは容易に想像ができる。 

チェルノブイリ原子力発電所事故後の、ベラルーシにおいては、欧州委員会の放射線防護

研究プログラムの支援を受け、汚染地域住民の生活環境を改善し、持続可能な生活を回復す

るために ETHOSプロジェクトと CORE（Co-operation for Rehabilitation）プログラムが行

われた[10-12]。ETHOSは、「個人またはグループの社会的行動および関係に関する一連の信

念、アイデアなど」を表す古代ギリシャ語で、ETHOSプロジェクトでは、事故の影響を受け

た地域社会として、共に状況を改善することを目指して「共に生きる」ことを表している。

これらの活動は、チェルノブイリ原子力発電所事故で被災したベラルーシ南部の４地区で

ベラルーシ政府機関が支援し、ヨーロッパの専門家チームが実施した先行実験である。汚染

地域住民の要となる下記のような心配事に対処し、生活環境の持続可能な改善をもたらす

ことを目指した。 

・子供たちの放射線防護 

・食品（特に牛肉と食肉）の放射線学的な品質管理 

・家庭内の放射性廃棄物の管理、所得および生活の質を改善したいという願い 

この活動の中ではステークホルダーとなる地域住民が自分たち自身の防護に、自分たち

自身が直接関与することを基本として行われた。村落のティーンエイジャー、若い母親、農

民、教師、医療専門家、林業従事者などのグループとともに展開され、子供たちの放射線防

護、牛乳や食肉生産の放射線品質管理、汚染された環境での生活に対する子供たちの教育、

汚染された廃棄物の管理、放射線防護に関するビデオ映画の撮影などが行われた[10,11]。 

汚染地域の住民はソ連崩壊後の経済的困難のために、自家栽培をしているものの、作物の

放射性物質を管理するためのノウハウと適切な手段がなく、内部被ばくレベルが大幅に上

昇していた。ETHOSプロジェクトでは、この問題に対処するため、CORPOREと呼ばれる内部

被ばく評価用ツールが開発され、使用されている[13]。このツールを使用することでホール
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ボディカウンター（Whole Body Counter, 以下 WBC）測定の結果を記述・分析することが可

能になり、このツールを使用することで、毎日の食事中に摂取した放射性物質量を記録する

ことができ、医療従事者は食品の放射線の特性について住民個人と話し合うことによって、

WBC測定結果が高くなってしまった原因である食品をつきとめることや、これによって内部

被ばくのリスクについて住民の意識を高めることができる。また、個人が自分の食事につい

て十分な情報に基づいた選択をするのを助けることができる。WBC 測定結果からこのツール

を用いてどのくらいの放射能が摂取されているのかを探るという、いわば逆方向のツール

であり、同プロジェクトにおいて重用されている。 

ノルウェーやスウェーデンでは、スカンジナビア半島周辺に居住する先住民族であるサ

ーミ人のトナカイを放牧してその肉を食べるという食文化がある。トナカイの主食である

ハナゴケが、放射性物質を吸収しやすい地衣類であることから、チェルノブイリ原子力発電

所事故後にトナカイの肉に放射性物質が濃縮し、高濃度の放射性物質が検出された。これに

よってトナカイの肉を食べることができなくなり、サーミ人の食文化が破壊される危機に

陥っている[14,15]。サーミ人の食文化を守るため、トナカイの肉から摂取される放射性物

質の量を評価し、摂取量の管理や放射線防護に対する教育などにもこのツールは用いられ

ている[13]。 

日本においても、食品摂取による内部被ばくが懸念され、福島県産食品が忌避されるなど、

経済的にも深刻な影響を与えている[16]。ETHOS プロジェクトや CORE プログラムの活動の

経験は国際放射線防護委員会（ICRP）の ICRP Publication 111[17]においても報告され、

この報告に基づいて消費者庁が主体となり、食品中の放射性物質に関するリスクコミュニ

ケーションが汚染地域住民を中心に全国で行われている。このリスクコミュニケーション

は、平成 23 年度中には 45 回開催され、そのうち５回が福島県内で開催されている。平成

30 年度末までに合計 862 回開催され、そのうちの 6 割を超える 575 回が福島県内で開催さ

れており[18]、食品中の放射性物質や放射線防護に関する知識は広まってきている。さらに
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は、「福島のエートス」として、チェルノブイリ原子力発電所事故後に行われた ETHOSプロ

ジェクトのように、汚染地域のステークホルダーを巻き込んで、様々な活動が行われている

[19,20]。また ICRP も汚染地域において対話集会を開催し、地域住民との対話を重ねている

[21]。私もこのような対話集会に参加し、汚染地域の住民の声を直接聞く機会を得た。その

中で、多くの人が自分の状況に即した放射線の測定値がない中で不安を感じ、その結果、食

生活を自ら制限していることが明らかになった。これは日常生活に強い制約として認識さ

れ、食生活に関する文化的習慣の変化を誘発した。福島県内で行われた最初の食品中の放射

性物質濃度測定では、食品中の放射性物質濃度が当初の予想や様々なところで言われてい

た値よりもはるかに低いことが示された[22]が、一般消費者は依然として福島県産の食品

の購入に消極的であった[16]。 

ETHOS プロジェクトの経験[9-11]や、ICRP Publication 111[7]によれば、原子力災害後

の住民や一般消費者の不安に対する情報提供のあり方が課題であり、食物摂取による内部

被ばくに関する適切な情報提供はその一つである。前述のリスクコミュニケーション等

[18-21]において、個人の一年間の被ばく線量限度(1mSv)や食品中の放射性物質の基準（一

般食品で 500Bq/kg(2012年３月まで) 100Bq/kg (2012年 4月以降)）などの情報提供が盛ん

に行われたが、住民はこのような数字は画一的な基準であり、自分の状況には合致せず、自

分からは切り離された数字であると感じ、このような情報提供だけでは不安が軽減されな

いことが過去の経験から明らかになっている[9-11]。例えば、今食べようとしている食品が

「どのくらい汚染されているのか」、「それを食べるとどのくらい被ばくするのか」、「それに

よって将来健康にどのような影響が出るのか」、といった住民の個々の状況に合わせた情報

提供が必要とされているものの、これまでそのようなツールは存在していない。これに対

し、私は、住民により質の高い内部被ばくに関する情報を提供するべく、食事から摂取され

る放射能の量を推定して可視化し、摂取履歴を管理していくことが可能なシステムを開発

した。このシステムを利用することで人々の食品摂取による内部被ばくに対する不安に対
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し、適切な情報を提供することを試みた。 

医療現場においても、放射線に対する不安を反映し、福島県の小児において CT（Computer 

Tomography）検査などの放射線検査数が事故前に比べて減少している[23,24]。調査対象の

医師のうち 4 分の 1の医師が、小児に対する放射線のリスクを心配した小児患者の親から、

検査を拒否されたことを報告しており[23]、上述の消費者庁による食品中の放射性物質の

リスクコミュニケーションに限らず、関係省庁、各自治体や関連学会などが電話相談窓口や

シンポジウム、地域の学校等で放射線に関するリスクコミュニケーションを多数行ってい

る[25,26]ものの、放射線に対する忌避感が見てとれる。事故後５年後において、信頼する

情報源としてインターネットを利用したグループにおいて、他の情報源を利用するとした

グループよりも放射線によって引き起こされる健康への不安が有意に高いことが示されて

いる[27]。Twitter などのインターネットメディアを利用する小学生以下の子どもを持つ母

親において、リスク認知度が高く、リスク低減活動を盛んに行なっている傾向があることが

示されている[28]。高まった不安とリスク低減活動によって子どもの放射線検査の拒否が

なされたことは想像に難くない。 

チェルノブイリ原子力発電所事故当時の状況と大きく違うのは、マスメディアによる報

道や様々な団体による情報提供だけでなく、住民が Twitter などのソーシャルメディアに

よって、様々な情報や感情を発信したり共有したりすることができるようなっていること

である。実際に Twitter で様々な情報発信が行われ、不安や怒りの感情の表出が行われたこ

とが確認されている[29-31]。 

前述のように、マスメディアによる連日の報道によって事故の状況が報道され、様々な団

体によるシンポジウムや対話集会が多数開催されて、これらを通じたリスクコミュニケー

ションによって様々な情報が提供されていた。「それにも関わらず、十分な情報提供が行わ

れなかったチェルノブイリ原子力発電所事故後の人々と同様の不安を、人々が抱えている

のは何故か？」「何故、放射線に関連して、医療に対する忌避感、福島県産食品の買い控え
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などへの忌避感が形成されていったのか？」という疑問を私は抱いた。東京電力福島第一原

子力発電所事故に関連して提供された様々な情報を人々がどう受け止め、どのような反応

を示したかを調査し、これらの疑問の答えを導き出すことで、今後同様の災害や事故が起き

た場合のリスクコミュニケーションを効果的に行うための基礎となり、意義があると考え

る。 

 

1-3. 本論文の目的 

原子力災害に関連した人々の不安に対して、「どのように対応するべきか」、また、「不

安がどのように形成されていくか」を明らかにすることは、今後同様の事態が発生した際

に、人々の不安を和らげ、風評被害などを防ぐ一助になると考える。 

まずは、実際に起きている不安に対応するための試みとして、食物摂取による内部被ば

くの不安に対して適切な情報提供を行うための仕組みを提案する。「自分の食生活によっ

てどの程度被ばくするのか」、「それによってどのような影響があるのか」の情報が欲され

ているにもかかわらず、これまでのリスクコミュニケーションでは、基準などの画一的な

数字や、検査結果の数字の情報しか提供されておらず、人々が自分事としてとらえること

が難しい情報であった。個々の被ばく状況に合わせた情報を得るツールとしては、チェル

ノブイリ原子力発電所事故後 WBC測定結果から見直すべき過去の食事をアセスメントする

ためのツールがあったが、将来に向かって予想される被ばく情報を得るためのツールは存

在しなかった。本研究においては、摂取した食事の履歴を管理し、被ばく履歴や目の前の

食事を食べることで予想される被ばく線量を視覚化することで、目の前の食事を食べるか

どうかを決めることのできる仕組みの提案を行う。自分の食事から予想される被ばく線量

を視覚化することで、自分事として捉えることができる情報提供の仕組みを構築すること

を一つ目の目的とした。 
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2 つ目の目的として、原子力災害に関連して生じた不安を解消することや、未然に防ぐ

といったことには、適切なリスクコミュニケーションが欠かせない。人々の不安がどのよ

うに形成され、風評被害や医療被ばくの忌避につながっていくのかのプロセスを明確にす

ることが、適切でより効果的なリスクコミュニケーションの手法の開発や施行に大きく役

立つと考える。このプロセスを解明するためには、既存の報道やリスクコミュニケーショ

ンによる情報にさらされた人々が、どのように受け止めたかを知ることが必要である。

Twitterなどの投稿情報に含まれるジオタグ（緯度経度情報）から、何処にいる人が放射

線に関連してどういう内容の情報を発信しているのかを調査する研究は存在する[32]が、

発信内容からどの地域に関連した投稿であるかを調査した研究は少ない。さらに踏み込ん

だ、発信内容から放射線がどの地域に関連した投稿であるかを調査した研究は見つけられ

なかった。本論文においては、人々の不安がどのように形成され、風評被害や医療被ばく

の忌避につながっていくのかのプロセスを解明することを目的とし、放射線に関連した

人々の感情が、被災地域に対してどのように推移していくのかを可視化することを目的と

した。 

 

1-4. 論文の構成 

本論文は全６章から構成される。 

第 1 章では、序論として東日本大震災による福島第一原子力発電所事故によって引き起

こされた人々の不安について整理した。チェルノブイリ原子力発電所事故後の人々の状況

置かれた状況を踏まえ、福島第一原子力発電所事故後のわが国の状況と対比しつつ、実際に

起きた住民の不安の状況について概要を示し、本研究における課題を明確にした。 

第１章で明確にした福島第一原子力発電所事故後の主要な問題の一つとして、被災地の

住民によるによる汚染された食物摂取の可能性があり、これによる内部被ばくが懸念され

ており、食に対する不安がある。ETHOS プロジェクトの経験[9-11]が、ICRP Publication 
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111[17]に反映されている。それによれば、原子力災害後の住民の不安に対する情報提供の

あり方が課題であり、食物摂取による内部被ばくに関する適切な情報提供はその一つであ

るとされている。そこで第２章では、食事から摂取される放射能の量を推定し、摂取履歴を

管理していくことが可能なシステムを開発した。これを用いることで、人々の食品摂取によ

る内部被ばくに対する不安に対し、適切な情報を提供することを試みた。このために、チェ

ルノブイリ原子力発電所事故後のヨーロッパで内部被ばく評価に使用されたツールを、日

本の食習慣に合わせて改変し、個人の内部被ばくを管理できるようにした。特定の端末に特

定のアプリケーションをインストールして利用せずとも、どこからでも利用可能な Web ア

プリケーションとして実装した。更に厚生労働省のホームページで発表されている食品中

の放射性物質濃度検査結果など、Web 上で入手可能な食品中の放射性物質の検査結果を自動

的に取得して集積するする仕組みを構築した。この仕組みで収集された食品の放射性物質

濃度情報を用い、摂取した料理の放射能量を推定して自動的に内部被ばく線量を計算して

被ばく線量を表示する仕組みを実装した。摂取した料理を登録していくことで、履歴を管理

することができる仕組みを実装した。このシステムを利用することで、これまでどのくらい

被ばくしたのかの履歴を管理し、料理を食べることでどのくらい被ばくするのかを視覚化

することができることを確認した。このようにして自分の食事からの放射線被ばくに関す

る情報提供をすることによって、放射性物質の摂取量や被ばく線量を自分ごととして捉え

ることが可能となり、人々の食に対する不安を軽減できるものと考える。さらには、目の前

の料理を食べるかどうか自ら判断して決める自己決定権の回復が図られ、事故後の状況へ

の無力感を軽減することも期待できる。このシステムは緊急時被ばく状況においては重要

であるものの、現在の状況においては食品中の放射性物質の基準値によって厳格に管理さ

れ、これを超える放射能の食品は流通しないため重要度は下がっている。しかしながら、本

システムで実現したような、食品摂取による内部被ばくについての適切な情報提供を行う

仕組みを将来の不測の事態に備えて準備しておくことは重要である。 
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第１章で明確にした福島第一原子力発電所事故後の主要な問題のもう一つは、人々の不

安がどのように形成され、風評被害や医療被ばくの忌避につながっていくのかのプロセス

を解明することであった。私は、この事故に関連して提供された様々な情報を人々がどう受

け止め、どのような反応を示したかを調査することで、このプロセスの解明につながると考

えた。そこで第３章では、放射線と地域に関連して、人々の不安がどのように形成されてい

くのかを明らかにすることを目的とした。発災直後から、事故と放射線に関する様々な報道

がマスコミによって広ひろめられ、人々は、福島の事故についての情報に関連すると思われ

た感情的な反応を、Twitterに投稿して共有していた。発災後の１年間に Twitterに投稿さ

れた、放射線に関連する Tweet を、機械的な投稿である Bot や他人の Tweet をそのまま再

投稿して共有するリツイートの群(リツイート群)と、ユーザが自らの思いを発信した Tweet

の群（ターゲット群）の２群に分けた。全ての Tweet に対して感情極性値を用いて発信内容

の感情を数値化した。これらの Tweetを、Tweet が発信された場所ではなく、Tweet の内容

が関連している地域を特定するため、Tweet の文章を形態素解析によって、文を構成する最

小単位の単語に分離し、単語が地域を表す名詞かどうかを判別した。地域を表す名詞をジオ

コーディングによって都道府県を推定し、福島とそれ以外の地域に関する Tweet に分類し

た。これら４グループ（ターゲット群、リツイート群のそれぞれにおいて福島県と福島県以

外の地域のグループ）で１年間の感情がどのように推移するかを可視化した。福島以外地域

に関する Tweet では時を経るに従いポジティブな感情になっていく一方、福島県に関する

Tweet はネガティブな感情になっていく傾向を示した。福島県が放射線に関連した被災地で

あるというネガティブな印象を時間の経過とともに人々が持つようになったことが、福島

への嫌悪感の増大に影響を与えているのではないかという仮説を支持するものであった。

人々がこのような情報に感情的に反応し、それゆえに福島への嫌悪感の増大したプロセス

を特定することで、今後、同様の災害や事故が発生した場合のリスクコミュニケーションに

役立つと考える。 
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第４章では、本論文全体を総括する。  
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2. 日本の食習慣に適応した内部被ばく管理ツールの 

開発研究 

2-1. はじめに 

東日本大震災による福島第一原子力発電所の事故により、大量の放射性物質が環境中に

放出され、国民の放射線に対する関心が高まった。これにより、環境からの外部被ばくへの

懸念だけでなく、食品に関連した内部被ばくへの関心が高まり、統一的な被ばく線量管理の

重要性が認識されるようになった。 

チェルノブイリ原子力発電所事故によって放出された放射性物質に汚染された地域に住

む住民は、日常生活から自由が奪われ、今後の人生が破壊されてしまったと感じ、大きな不

安による高レベルのストレスを抱えていることが知られている[1]。汚染地域住民が抱えて

いる不安は主に健康であり、特に子供の健康について焦点が当てられている。また、そのよ

うな不安においては、身体障碍についても常に言及されている。汚染地域住民は、放射能の

長期影響の不透明さに、言い知れぬ不安をおぼえている。また、もう一つの重大なストレス

の要因として、人々の科学技術や医療、国に対する信頼の喪失が挙げられている。事故当時

の当局の透明性の欠如や、現在進行中の対策とそれに伴う潜在的な健康影響によって、人々

は専門家をこれ以上信用できなくなり、専門家は自分たちの問題を解決することができな

いと感じている。人々は、自分自身が状況をコントロールできないという感覚に陥り、自己

決定権を阻害されていると感じている。その結果、人々は社会的不信感を募らせていき、無

力感、自暴自棄、そして疎外感を感じるようになっている。このような状況は福島でも起き

うることは容易に想像ができる。原子力災害による不安やストレスを抱えた汚染地域住民

の生活の復興・再生を目指して行われた ETHOS プロジェクト[2,3]や CORE（Co-operation 

for Rehabilitation）プログラム[4]の経験を報告した ICRP Publication 111[5]によれば、

汚染地域に住む住民のための放射線防護の最適化が原則であり、そのプロセスに被災者を



   

 

 

 

- 21 - 

巻き込むことなしには達成できない。このような観点から、放射線防護に関する情報提供や

対話集会、各種講演会などが実施されている[6-12]。日本国内においては、消費者庁が主体

となり、食品中の放射性物質に関するリスクコミュニケーションが汚染地域住民を中心に

全国で行われている。このリスクコミュニケーションは、平成 23 年度中には 45 回開催さ

れ、そのうち５回が福島県内で開催されている。平成 30 年度末までに合計 862 回開催され、

そのうちの 6 割を超える 575回が福島県内で開催されており[7]、食品中の放射性物質や放

射線防護に関する知識は汚染地域の住民に広まってきている。さらには、「福島のエートス」

[8]として、チェルノブイリ原子力発電所事故後に行われた ETHOS プロジェクト[2,3]のよ

うに、汚染地域のステークホルダーを巻き込んで、様々な活動が行われている[9]。また ICRP

も汚染地域において対話集会を開催し、地域住民との対話を重ねている[10]。本研究の事前

調査の際に、私もこのような対話集会に参加し、汚染地域住民の声を聞く機会を得た。その

中で、多くの人が自分の状況に即した放射線の測定値がない中で不安を感じ、その結果、食

生活を自ら制限していることが明らかになった。これは日常生活に強い制約として認識さ

れ、食生活に関する文化的習慣の変化を誘発した。福島県内で行われた最初の食品中の放射

性物質濃度測定では、食品中の放射性物質濃度が当初の予想や様々なところで言われてい

た値よりもはるかに低いことが示されたが、一般消費者は依然として福島県産の食品の購

入に消極的であった[13]。 

ETHOS プロジェクトの経験[2-4]が、ICRP Publication 111[5]に反映されている。それに

よれば、原子力災害後の住民や一般消費者の不安に対する情報提供のあり方が課題であり、

食物摂取による内部被ばくに関する適切な情報提供はその一つである。前述のリスクコミ

ュニケーション等[6-12]において、個人の一年間の被ばく線量限度(1mSv)や食品中の放射

性物質の基準（一般食品で 500Bq/kg(2012年３月まで) 100Bq/kg (2012年 4月以降)）など

の情報提供が盛んに行われたが、住民はこのような数字は画一的な基準であり、自分の状況

には合致せず、自分からは切り離された数字であると感じ、このような情報提供だけでは不
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安が軽減されないことが過去の経験から明らかになっている[1-3]。例えば、今食べようと

している食品が「どのくらい汚染されているのか」、「それを食べるとどのくらい被ばくする

のか」、「それによって将来健康にどのような影響が出るのか」、といった住民の個々の状況

に合わせた情報提供が必要とされているものの、これまでそのようなツールは存在してい

ない。これに対して私は、住民に向けて、より質の高い内部被ばくに関する情報を提供する

べく、食事から摂取される放射能の量を推定して可視化し、摂取履歴を管理していくことが

可能なシステムを開発した。このシステムを利用することで、人々の食品摂取による内部被

ばくに対する不安に対し、適切な情報を提供することを試みた。 

市場に流通している食品については、厚生労働省[14]、地方自治体[15,16]、JA（農協）

[17]などから放射性物質濃度測定結果が公表されている。住民が家庭菜園や山林、河川、海

などで採取した食品については、公民館が放射能測定器などを提供しているため、ほぼ全て

のケースで食品中の放射能量を知ることが可能である。しかし、放射能の量は Bq/kg で表さ

れており、その値が自分の受ける総線量（mSvで表される）にどのように影響するのかを地

域住民が直感的に見積もることは困難である。様々な食品を食べるかどうかを自分で判断

するためには、「それらの食品を食べたときにどの程度の放射能を摂取しているのか」、「そ

れによる内部被ばくの線量はどの程度なのか」、さらには「体内から排出される放射能の量

はいかほどか」も知り、地域住民が予想される被ばく状況を把握できることが必要である。

このような観点から、これらの情報を提供するツールは、地域住民が食品を食べるかどうか

を自ら決定することを容易にし、自己決定権の回復をはかることができると考えられるが、

そのようなツールはこれまで存在していない。 

チェルノブイリ原子力発電所事故後、ベラルーシの汚染地域では、ETHOS プロジェクト

[2,3]と CORE プログラム[4]によって、地域住民に放射線防護に関する教育を行い、住民自

身が放射線防護に関与できるようになった。これらのプログラムでは、ノルウェーの放射線

防護専門家の協力のもと、CORPORE と呼ばれる内部被ばく評価用ツールが開発され、ベラル
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ーシやノルウェーの医療従事者や放射線防護専門家に使用されている[18]。ノルウェーや

スウェーデンでは、スカンジナビア半島周辺に居住する先住民族であるサーミ人のトナカ

イを放牧してその肉を食べるという食文化がある。トナカイの主食であるハナゴケが、放射

性物質を吸収しやすい地衣類であることから、チェルノブイリ原子力発電所事故後にトナ

カイの肉に放射性物質が濃縮し、高濃度の放射性物質が検出された。これによってトナカイ

の肉を食べることができなくなり、サーミ人の食文化が破壊される危機に陥っている

[19,20]。サーミ人の食文化を守るため、トナカイの肉から摂取される放射性物質の量を評

価し、摂取量の管理や放射線防護に対する教育などにもこのツールは用いられている。 

このツールを使用することでホールボディカウンター（Whole Body Counter, 以下 WBC）

測定の結果を記述・分析することが可能になり、毎日の食事中に摂取した放射性物質量を記

録することが可能である。また、医療従事者は食品の放射線の特性について住民個人と話し

合うことができる。これによって、内部被ばくのリスクについて住民の意識を高めることが

でき、個人が自分の食事について十分な情報に基づいた選択をするのを支援することが可

能となる。WBC 測定結果からこのツールを用いてどのくらいの放射能が摂取されているのか

を探るという、いわば逆方向のツールである。 

福島第一原子力発電所の事故後の住民においては、前述の通り、様々な食品を食べるかど

うかを自分で判断するために、「それらの食品を食べたときにどの程度の放射能を摂取して

いるのか」、「それによる内部被ばくの線量はどの程度なのか」、「さらには体内から排出され

る放射能の量はいかほどか」も知り、地域住民が予想される被ばく状況を把握できるよう

な、前向きの情報提供が必要である。住民は、食品を摂取することで、どの程度放射能を摂

取するのかを知り、放射性物質の摂取量や被ばく線量の推計、体内の蓄積・排出のグラフや

その履歴が表示されて確認する事で、「これなら食べられる」「食べられない」「毎日食べる

には適さないがたまになら食べる」「食べる量を減らす」「前回摂取したものはほとんど排出
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されたからそろそろ食べてもいい」といった判断を自ら行うことが可能となり、自己決定権

の回復に繋がる。これによって人々の不安やストレスを軽減することができるようになる。 

本研究では、CORPORE のメカニズムやモデルを用いて、日本の状況や日本人の食生活を考

慮した内部被ばく管理や食に関する情報提供の手法について検討した。更に検討した仕組

みを実装し、食品摂取による内部被ばくに関する情報の提供が行えることの確認を行った。 

 

2-2. CORPORE について 

チェルノブイリ原子力発電所事故後に内部被ばく評価用ツールとして Centre d’étude 

sur l’Evaluation de la Protection dans le domaine Nucléaire（CEPN、フランス原子

力防護評価センター）によって開発され、ベラルーシやノルウェーで用いられたた

CORPORE[18]を日本の食習慣や福島第一原子力発電所事故後の状況に合致した改変を行い、

日本において内部被ばくに関する適切で質の高い情報を提供できる仕組みを構築した。こ

のために、本研究においては CEPN の協力を得て、CORPORE のソースコードおよびデータベ

ーススキーマ、サンプルデータを入手し、下記の要領でオリジナル CORPORE について調査

し、日本の状況に合わせた改変を検討した。 

 

2-2-1. CORPOREの機能 

オリジナルの CORPORE は Microsoft Access[21]を用いたデータベースアプリケーション

として実装されていた。しかしながら、開発が古くその後メンテナンスやバージョンアップ

がされていないため、最近の PC 環境では正常に動作せず、開発時の環境に近づけるため、

英語版の環境で Office2003 にバージョンを下げるなどして開発元の CEPN の技術者に問い

合わせても正常に動作させることができなかった。このため、オリジナル版の CORPOREを改

変して機能を拡張するのではなく、新たに現代的な環境で動作させることのできる新たな

システムとして構築することとした。 
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前項の通り、オリジナル CORPORE を動作させることはできなかったものの、フォームのマ

クロのソースコードを読み解いて、それぞれどのような機能を有しているかを明らかにし

た。CORPORE には主な 12 フォームがあり、それぞれデータ入力や分析機能を有していた。

それぞれのフォーム名と機能を下記に示す。 

Menu： 以下に列記する各フォーム画面を呼び出すための画面 

Person：個人情報入力画面。性別や誕生日、居住地や居住区域、仕事場などを登録する。 

Measures_list：WBC 検査結果入力およびリスト表示画面 

Stats: 下記のフォームは、対象とするグループの区分け別に、グループ内において対象

者の内部被ばくレベルがどの位置に位置しているのか表示する統計画面（図１「CORPORE

の stats 画面」）であった。グループ内の WBC検査結果および日毎の放射性物質の摂取量

の最大値、最小値、平均値、中央値が表示され、対象者がグループ内でどの位置にいるか

を表示されていた。 

gender_location_stats：男女別居住地別 

gender_stats：男女別 

gender_working_place_stats：仕事場の区域別 

gender_zone_stats：男女居住区域別 

location_stats：居住地別 

measure_stats：WBC 検査結果別 

working_place_stats：仕事場別 

zone_stats：区域別 
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図１．CORPORE の stats 画面（文献[17]より引用） 

 

Analysis： 

Stats 画面において、グループ内で高い位置にいることが判明したら、この画面を

用いて食事のアセスメントを行い、WBC 測定結果が高く出た原因の食品を特定し、食

生活の見直し指導や放射線防護についての教育など、特別なケアを行い放射性物質の

摂取量を減らしていた。 

この画面では食品摂取の入力を行い、摂取した放射性物質の体内の蓄積・排出の様

子をグラフとして表示し、WBC測定結果と比較して、WBC測定結果の原因をアセスメン

トしていく画面であった。食品摂取の形態は一時的摂取と恒常的摂取の２種類あった。 

CORPORE では摂取した放射性物質の崩壊や代謝によって体外に排出される減少量を

計算して蓄積されている量を計算し、グラフとして表示して内部被ばく線量の分析に

用いていた。摂取した特定品目の放射性物質量 ingestion（Bq）のｄ日経過後の体内

残留 Activity を以下の式で求めていた。 

 

          𝐴𝑐𝑡𝑖𝑣𝑖𝑡𝑦 = 𝑖𝑛𝑔𝑒𝑠𝑡𝑖𝑜𝑛 (𝑎1𝑒
−0.693

𝑑

𝑡1 + 𝑎2𝑒
−0.693

𝑑

𝑡2 + 𝑎3𝑒
−0.693

𝑑

𝑡3)       ・・・（式１） 
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a1〜a3, t1〜t３を核種と年齢によって定義される係数とする。年齢は Person 画面で

入力した誕生日から自動算出されていた。 

この式によって摂取品目毎に毎日算出された Activity を積算して d 日目の総体内

残留量を求め、グラフに表示していた(図２「CORPORE の Analysis画面」)。 

 

 

図２．CORPORE の Analysis 画面（文献[17]より引用） 

 

2-2-2. データ構造 

前述の各機能を実現するために、どのようなデータをどのような構造で保持して利用し

ているのかの構造調査を行なった。 

データベースは下記の 16テーブルで構成されていた。 

foodstuff : 食品情報テーブル 

食品名と食品カテゴリが登録されている。食品カテゴリは食品分類情報テーブルと

紐づいていた。 

Category : 食品分類情報テーブル 
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穀類、野菜、魚介類、肉類といった食品分類が記録されていた。 

Contamination : 汚染食品情報テーブル 

特定の食品について、食品情報テーブルに紐づいた食品名と、生産場所、出荷日、

汚染割合(Bq/kg)が登録されていた。 

Radionuclide : 放射性核種情報テーブル 

放射性核種名が登録されていた。137Csしか登録されていなかった。 

Biokinetic : 放射性核種特性テーブル 

式１のパラメータに代入される放射性核種の減衰率や対象年齢区分などの情報が

登録されていた。 

Episodic_items : 一時的な食品摂取情報テーブル 

個人が一時的に摂取した食品について、食品の摂取日および、食品の摂取量と放射

性物質の摂取量が登録されていた。 

Chronic_items : 習慣的な食品摂取情報テーブル（個人別） 

個人が恒常的に摂取している食品について、食品摂取期間と 1 日あたりの平均摂取

量、食品の汚染割合情報が登録されていた。 

Chronic_item : 習慣的な食品摂取情報テーブル（プロファイル別） 

特定の食品を恒常的に摂取するパターンをプロファイルとして登録されている。汚

染食品とその 1日あたりの平均摂取量が記録されていた。 

Chronic_profile : 習慣的な食品摂取プロファイル情報テーブル 

食品摂取プロファイルにラベルづけがなされていた。 

Zone : 地域情報 

地域の区分がなされており、min_value, max_valueの項目があるが、利用されてい

なかったため、何の最大最小値を入れるものか不明であった。 

Location : 場所情報 
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地名や地域番号が登録されており、個人の居住地や勤務地の詳細情報として用いら

れていた。 

Person : 個人情報テーブル 

氏名、性別、生年月日、居住地、勤務地などの個人情報が登録されていた。 

Campaign : WBC 測定キャンペーン情報テーブル 

WBC 測定キャンペーンにおける開催期間や開催場所、測定機器や測定時間、バック

グラウンド測定などの情報が登録されていた。 

Device : WBC測定機器情報テーブル 

WBC測定機器の情報が登録されていた。 

Measure : WBC測定結果情報テーブル 

WBC測定キャンペーンで測定した個人の WBC 測定結果が登録されていた。 

Geometry : WBC 測定結果のジオメトリ情報テーブル 

WBC測定結果のジオメトリ情報が登録されていた。 

 

各テーブルの詳細については下記に示した。それぞれのリレーションについては図３

「CORPORE のテーブルリレーション図」に図表した通りである。 
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foodstuff （食品情報） 

項目 意味 単位 データ型 データ例 キー リレーションテーブル 

foodstuff_id 食品 ID   Long Integer 自然数 Primary contamination.contamination_id 

label 食品名   Text 米、白菜、椎茸、鯖・・・     

category_id 食品分類 ID   Long Integer 自然数   category.category_id 

category （食品分類情報） 

項目 意味 単位 データ型 データ例 キー リレーションテーブル 

category_id 食品分類 ID   Long Integer 自然数 Primary foodstuff.foodstuff_id 

label 食品分類名   Text(String) 穀類、野菜、魚介類、肉類     

contamination （汚染食品情報） 

項目 意味 単位 データ型 データ例 キー リレーションテーブル 

contamination_id 汚染割合 ID   Long Integer 自然数 Primary episodic_items.contamination_id,  

chronic_items.contamination_id,  

chronic_item.contamination_id 

foodstuff_id 食品 ID   Long Integer 自然数   foodstuff.foodstuff_id 

location_id 位置 ID   Long Integer 自然数   location.location_id 

date 出荷日   Date/Time 日付     

contamination 汚染割合 Bq/kg Double 1600, 1000, 21000, …     
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radionuclide （核種情報） 

項目 意味 単位 データ型 データ例 キー リレーションテーブル 

radionuclide_id 放射性核種 ID   Long Integer 自然数 Primary biokinetic.radionuclide_id 

label 放射性核種名   Text Caesium-137, …     

biokinetic （） 

項目 意味 単位 データ型 データ例 キー リレーションテーブル 

radionuclide_id 放射性核種 ID   Long Integer 自然数 Primary radionuclide.radionuclide_id 

age_max     Long Integer 5, 10, 15, …     

a1     Double 0.45, 0.3, …     

a2     Double 0.55, 0.7, …     

a3     Double 0.001, …     

t1     Double 9.1, 5.8, 2.2, …     

t2     Double 30, 50, 93, …     

t3     Double 400, 500, …     
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episodic_items （一時的な食品摂取情報） 

項目 意味 単位 データ型 データ例 キー リレーションテーブル 

item_id     Long Integer 自然数 Primary   

person_id 個人 ID   Long Integer 自然数   person.person_id 

ingestion_date 摂取日   Date Time 日付     

contamination_id 汚染割合 ID   Long Integer 自然数   contamination.contamination_id 

quantity 食品摂取量 kg Double 1, 0.2, 0.15, …     

ingestion 摂取線量 Bq Double 1600, 1000, 2000, …     

chronic_items （習慣的な食品摂取情報->個人別） 

項目 意味 単位 データ型 データ例 キー リレーションテーブル 

item_id     Long Integer 自然数 Primary   

person_id 個人 ID   Long Integer 自然数   person.person_id 

contamination_id 汚染割合 ID   Long Integer 自然数   contamination.contamination_id 

ave_diet 平均食品摂取量 kg/day Double 0.1, 0.2, 0.15, …     

first_date 摂取開始日   Date/Time 日付     

last_date 摂取終了日   Date/Time 日付     
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chronic_item （習慣的な食品摂取情報->対象者別） 

項目 意味 単位 データ型 データ例 キー リレーションテーブル 

item_id     Long Integer 自然数 Primary   

profile_id 対象者分類 ID   Long Integer 自然数   chronic_profile.profile_id 

contamination_id 汚染割合 ID   Long Integer 自然数   contamination.contamination_id 

ave_diet 平均食品摂取量 kg/day Double 0.1, 0.2, 0.15, …     

chronic_profile （対象者分類情報） 

項目 意味 単位 データ型 データ例 キー リレーションテーブル 

profile_id 対象者分類 ID   Long Integer 自然数 Primary chronic_item.profile_id 

label 対象者分類名   Text man_default, woman_default, 

childe_default 

    

zone （地域情報） 

項目 意味 単位 データ型 データ例 キー リレーションテーブル 

zone_id 地域 ID   Long Integer 自然数 Primary location.zone_id 

name 地域区分   Text 会津地方,県北,県南,相双,・・・     

min_value     Double       

max_value     Double       

comment コメント   Memo 福島県,・・・     
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location （場所情報） 

項目 意味 単位 データ型 データ例 キー リレーションテーブル 

location_id 場所 ID   Long Integer 自然数 Primary person.location_id, measure.location_id, 

campaign.location_id 

name 地名   Text 福島市, 会津若松市, 渡利地区,・・・     

zip_code 郵便番号   Text 965-8580     

zone_id 地域 ID   Long Integer 自然数   zone.zone_id 

comment コメント   Memo 福島県,・・・     
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campaign （キャンペーン情報） 

項目 意味 単位 データ型 データ例 キー リレーションテーブル 

campaign_id キャンペーン ID   Long Integer 自然数 Primary measure.campaign_id 

name キャンペーン名   Text EURANOS,Dublin(spling 2007), …     

starting_date 開始日   Date/Time 日付     

ending_date 終了日   Date/Time 日付     

location_id 開催値 ID   Long Integer 自然数   location.location_id 

device_id 測定機器 ID   Long Integer 自然数   device.device_id 

background_counting_time 測定集計時間   Long Integer 1500, …     

background_measure バックグラウンド測定   Double 150, …     

uncertainty 不確実性   Long Integer 2, …     

filename     Text       

comment コメント   Memo       

person （個人情報） 

項目 意味 単位 データ型 データ例 キー リレーションテーブル 

person_id 個人 ID   Long Integer 自然数 Primary measure.person_id 

last_name 姓   Text       

first_name 名   Text       

surname     Text       

gender 性別   Text Man, Female     

birthdate 生年月日   Date/Time 日付     

address 住所   Text       

location_id 居住地 ID   Long Integer 自然数   location.location_id 

location_work_

id 

勤務地 ID   Long Integer 自然数   location.location_id 

comment コメント   Memo       

device （測定機器情報） 

項目 意味 単位 データ型 データ例 キー リレーションテーブル 

device_id 測定機器 ID   Long Integer 自然数 Primary campaign.device_id 

name 測定機器名   Text whole body counter     

corrective_factor 中和因子   Double 1     

comment コメント   Memo       
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measure （測定情報） 

項目 意味 単位 データ型 データ例 キー リレーションテーブル 

measure_id 測定 ID   Long Integer 自然数 Primary   

campaign_id キャンペーン ID   Long Integer 自然数   campaign.campaign_id 

person_id 個人 ID   Long Integer 自然数   person.person_id 

date 測定日   Date/Time 日付     

weight 体重   Double 40     

height 身長   Long Integer       

geometry_id 配列 ID   Long Integer 自然数   geometry.geometry_id 

counting_time 集計時間   Long Integer 1500, …     

measure 測定値   Double 1200, …     

filename     Text       

activity 放射能   Long Integer 4143, 1088, …     

location_id 居住地 ID   Long Integer 自然数   location.location_id 

location_work_id 勤務地 ID   Long Integer 自然数   location.location_id 

comment コメント   Memo       

geometry （） 

項目 意味 単位 データ型 データ例 キー リレーションテーブル 

geometry_id 配列 ID   Long Integer 自然数 Primary measure.geometry_id 

lable 配列名   Text Ingen, P1, P2, P3T, P3T2, …     

effectiveness 有効性   Double 2.52666, 0.001825, …     
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図３．CORPORE のテーブルリレーション図 
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2-3. 研究１ システム開発 

2-3-1. 方法 

本研究では、オリジナルの CORPOREを日本の状況に合わせて下記の要領で改変し、食品摂

取による内部被ばくの情報を提供できるシステムを構築した。 

オリジナルの CORPORE は、ベラルーシとノルウェーの状況に対応するために、食品をその

まま個別に扱って foodstuff テーブルとその関連テーブルに登録していた。対象者が摂取

した食品の情報は、その摂取形態により恒常的摂取と一時的摂取の 2 つの摂取形態を考慮

し入力しており、それぞれ chronic_items, episodic_item のテーブルに登録されていた。

そのため、日本の典型的な環境や食習慣に合わせた使い方ができるように改変する必要が

あった。ベラルーシやノルウェーの汚染地域周辺においては、自給自足による食生活が多

く、日々食する食材にバラエティがそれほど多くはなかった。日本においては、流通の発達

によって、スーパーマーケットでは全国各地で生産された様々な食物が産地や出荷日を表

示して陳列され、一般の家庭においても容易に全国の様々な食物を選択的に購入し、食する

ことが一般的となっている。このような食材の多様性により、日本人は毎日同じメニューを

食べることは少なく、様々な食材を使って様々な料理を食べることが多く、昨晩何を食べた

か問われた際には、「牛肉と米を食べた」と食べた食材を個々に答えるよりも「牛丼を食べ

た」と料理名を答える方が自然であった。このことから、摂取した食事から食材として食品

を個別に管理するよりも摂取した料理として管理するほうが自然であり、利用もしやすか

った。このため日本の食習慣に適応した新たなシステムでは、摂取した食品を、料理という

ひとまとまりの単位として扱うこととした。  

オリジナルの CORPORE では、チェルノブイリ原子力発電所事故後十数年経った状況で用

いられていたため、その時点で影響が無視できるようになっていた半減期が短い核種につ

いては考慮されていなかった。90Srやプルトニウムについても、事故によって放出された割

合が低い[22]うえ、γ線を出さないため WBC 測定では検出できずアセスメントすることが
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できないため考慮されていなかった。事故によって放出された割合が大きく、半減期が約 30

年と長いため、長期的な影響が懸念されている 137Csのみ考慮されていた。日本においては、

事故発災後間もないため、半減期の短い他の放射性核種も考慮する必要があった。厚生労働

省や地方自治体、JA 等によって、生産地、出荷日ごとに食品の放射性物質濃度測定が行わ

れ、131I、134Cs、137Cs の放射性物質濃度検査結果が発表されており[3,14-17,23]、90Sr の測

定結果についても公表されていた[24]。福島第一原子力発電所事故においても、90Srやプル

トニウムの放出の割合は低かったと報告されていた[25]が、これらの影響を不安視する声

も多く、前向きの利用を考慮すれば、多核種への対応も必要と考えられた。 

以上のことを踏まえて、CORPOREのデータベース構造を日本の状況に適応させるため、以

下の改変を行った。 

・ 料理を摂取の単位で扱うこととし、料理を登録する dishes テーブルを追加する。

合わせて、料理分類を示す dish_categoryテーブルも追加した。 

・ 料理に使用される素材と分量を格納する ingredients テーブルを追加した。 

Ingredients の情報から dishes テーブルで料理を構成して、自動で料理の放射

性物質汚染度合いを推計することを可能にした。 

・ 摂取する料理の情報を登録する ingestion_dishes テーブルを追加し、

episodic_item, chronic_items テーブルを廃止した。 

オリジナル CORPOREでは摂取形態により、別のテーブルで管理していたが、摂取

期間が１日であれば一時的な摂取、複数日にわたる摂取であれば恒常的な摂取とし

て扱うようにした。これによりさらにシンプルな構成にすることが可能であった。 

・ 食材を産地と出荷日で管理するため、products テーブルを追加する。 

出荷された食材について、核種ごとに放射性物質濃度を登録できるようにするた

め、contaminants テーブルを追加した。Products テーブルの product レコードに

紐づいた contaminations テーブルの contamination レコードが存在しなければ、
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その product の食品は 0Bq/kgとして扱うようにした。 

この改変により追加するテーブルの構成を下記に示す。また、全体のリレーションは図４

「日本の状況に適応させた仕組みのデータ構造図」に示した。薄紫の背景で囲っている部分

が本改変によるテーブルである。 
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dish_categories             

項目 意味 単位 データ型 データ例 キー リレーションテーブル 

dish_category_id 料理カテゴリ ID   Long Integer 自然数 Primary   

dish_category_label 料理名   Text 汁物、主菜     

  

 

  

 

 

dishes             

項目 意味 単位 データ型 データ例 キー リレーションテーブル 

dish_id 料理カテゴリ ID   Long Integer 自然数 Primary Ingestion_dishess 

dish_name 料理名   Text みそ汁、生姜焼     

dish_category_id 料理カテゴリ ID   Long Integer 自然数   dish_categories 

  
 

  
 

 

ingredients             

項目 意味 単位 データ型 データ例 キー リレーションテーブル 

ingredient_id 料理カテゴリ ID   Long Integer 自然数 Primary   

dish_id 料理 ID   Long Integer 自然数   dishes 

product_id 生産物 ID   Long Integer 自然数   products 

amount 含有量 kg Double 0.55, ・・・     
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products             

項目 意味 単位 データ型 データ例 キー リレーションテーブル 

product_id 生産物 ID  Long Integer 自然数 Primary ingredients, contaminations 

product_area 生産地   Long Integer 自然数   locations 

product_date 出荷日   Long Integer UNIX時間     

foodftuff_id 食品 ID   Long Integer 自然数   foodstuffs 

  

 

  

 

 

contaminations             

項目 意味 単位 データ型 データ例 キー リレーションテーブル 

contamination_id 汚染食材 ID   Long Integer 自然数 Primary   

product_id 生産物 ID   Long Integer 自然数   products 

contamination 汚染度 Bq/kg Double 10, 25 …     

radionuclide_id 核種 ID   Long Integer 自然数   radionuclides 

  

 

  

 

 

Ingestion_dishes             

項目 意味 単位 データ型 データ例 キー リレーションテーブル 

ingestion_dish_id 摂取 ID   Long Integer 自然数 Primary   

dish_id 料理 ID   Long Integer 自然数   dishes 

person_id 摂取者 ID   Long Integer 自然数   persons 

first_date 摂取開始日   Long Integer UNIX時間     

last_dat 摂取終了日   Long Integer UNIX時間     
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diet 摂取量 kg Double 0.4, 0.1 …     

 

図４．日本の状況に適応させた仕組みのデータ構造図 
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この改変によって、料理単位で摂取食材を表現することが可能になった。下記の食材から

作られるキノコ汁を例にとって示す。 

キノコ汁：材料（１人前）： 

 じめじ 25g、新潟県産、2012/4/1 出荷、134Cs: 70Bq/kg、137Cs: 20Bq/kg 

 まいたけ 25g、長野県産、2012/4/1出荷、134Cs: 0 Bq/kg、137Cs: 50Bq/kg 

 鶏肉 25g、ブラジル産、2012/4/1 出荷、134Cs: 0Bq/kg、137Cs: 0Bq/kg 

 だし汁 250cc 

 醤油 大さじ２ 

 みりん 大さじ 1/2 

 塩 少々 

摂取日： 2012/4/5 

摂取量： 1人前 

下記のように各テーブルに食材の情報を登録する。ただし、今回は説明の簡略化のため調

味料については入力対象外とした。 

 

dish_category（料理分類） 

dish_category_id dish_category_label 

001 ごはんもの 

008 汁物 

 

dishes（料理） 

dish_id dish_name dish_category_id 

0011 ごはん 001 

1025 きのこ汁 008 

 

ingredients（食材）     

ingredient_id dish_id product_id amount 

0011 0011 010 0.18 

1025 1025 056 0.025 

1025 1025 105 0.025 

1025 1025 106 0.025 
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ingestion_dishes（飲食した料理） 

ingestion_dish_id dish_id person_id first_date last_date diet 

1003 0011 502 2011/12/1   1 

1526 1025 502 2012/4/3 2012/4/3 1 

 

food_categories（食品分類） 

food_category_id food_category_label 

001 穀物 

003 肉類 

007 きのこ類 

 

foodstuffs（食品） 

foodstuff_id foodstuff_label foodstuff_category 

001 米 001 

023 しめじ 007 

024 まいたけ 007 

102 鶏肉 003 

 

products（生産物）     

product_id product_area product_date foodstuff_id 

010 015 2011/11/5 001 

056 105 2012/3/29 102 

105 015 2012/4/1 023 

106 020 2012/4/2 024 

 

contaminations（汚染食品）     

contamination_id product_id contamination radionuclide_id 

020 010 10 001 

021 010 10 002 

180 105 70 001 

181 105 20 002 

182 106 50 002 
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locations（場所情報） 

location_id location_name zip_code zone_id location_comment 

010 札幌市       

015 新潟市       

020 長野市       

105 ブラジル       

 

radionuclides（放射線核種） 

radionuclide_id radionuclide_label 

001 Cs-134 

002 Cs-137 

 

 

データ入力の流れとしては、あらかじめ放射性物質濃度測定検査結果等から、食材を出荷

日や生産地、放射性物質濃度とともに登録をしておく。料理情報を構成するには料理に使用

する食材を食材情報から選択して食材の使用量を設定していき、料理を構成していく。摂取

する料理を入力する際には、料理リストから選択し、摂取した量と期間を登録する。このよ

うにして入力することで、料理を摂取した場合の放射性物質摂取量を算出し、結果の表示や

履歴の管理を行うことができるようになった。 

具体的なデータ入力のフローとしては下記のようになることが想定された。 

【食材情報】 

放射性物質濃度検査結果が発表されるごとに下記の要領であらかじめ食品を登録した。 

・ カテゴリ(foodstuff_categories)一覧から“キノコ類”を選び、そのカテゴリの食

品リスト(foodstuffs)に“しめじ”、“まいたけ”を追加した。 

・ カテゴリ(foodstuff_categories)一覧から“肉類”を選び、そのカテゴリの食品リ

persons（個人情報） 

person_i

d 

first_nam

e 

last_name surname gende

r 

birthdat

e 

addres

s 

location_i

d 

location_work_i

d 

502 太郎 北大   0 1990/9/9 札幌市 010 010 
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ストに“鶏肉”を追加した。 

・ 食品リスト(foodstuffs)一覧から“しめじ”を選択し、出荷食品情報(products)に

“新潟県産”、”2012/4/1 出荷”を追加し、汚染情報(contaminations)に核種“Cs-

134”、汚染量“70Bq/kg”、核種“Cs-137”、汚染量“20Bq/kg”をそれぞれ入力し

た。 

・ 食品リスト(foodstuffs)一覧から“まいたけ”を選択し、出荷食品情報(products)

に“長野県産”、”2012/4/2 出荷”を追加し、汚染情報(contaminations)に核種

“Cs-137”、汚染量“50Bq/kg”を追加した。 

・ 食品リスト(foodstuffs)一覧から“鶏肉”を選択し、出荷食品情報(products)に

“ブラジル産”、”2012/3/29 出荷”を追追加した。 

この時の入力情報とテーブルの関係を図５「食品情報登録時の入力情報とテーブルの関

係図」に示す。 

 

 

図５．食品情報登録時の入力情報とテーブルの関係図 
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【料理情報】 

摂取する料理ごとに下記の要領で料理を構成した。 

・ 料理カテゴリ(dish_categories)一覧から“汁物”を選択し、そのカテゴリの料理

リスト(dishes)に“キノコ汁”を追加した。 

・ 料理リスト(dishes)一覧からキノコ汁を選択し、材料を追加する。材料は食材カテ

ゴリ−食材一覧−生産物リストから該当食材をそれぞれ選択し、使用量を入力した。 

この時の入力情報とテーブルの関係を図６「料理情報登録時の入力情報とテーブルの関

係図」に示す。 

 

 

図６．料理情報登録時の入力情報とテーブルの関係図 

 

【摂取情報】 

摂取する料理ごとに下記の要領で摂取情報を登録した。 

・ 対象者リスト(persons)一覧から、情報を入力したい対象者を選択し、摂取情報
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(ingestion_dishes)を追加した。 

・ 摂取情報は、料理リスト(dishes)一覧から、食した料理を選択し、摂取量、摂取開

始日、摂取終了日を入力した。 

この時の入力情報とテーブルの関係を図７「摂取情報登録時の入力情報とテーブルの関

係図」に示す。 

 

 

図７．摂取情報登録時の入力情報とテーブルの関係図 

 

以上のように、新たなデータベース構造で日本の食習慣に適応した食品摂取の情報が表

現が可能であった。 

オリジナルの CORPORE は、基本的に放射線管理者や医療従事者が使用することを想定し

ており、以下のようなアセスメントを行う中で利用した。 

１）WBCで体内の放射能量を測定する。 
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２）内部汚染レベルが集団の中で平均値あるいは中央値よりも有意に高い場合は摂

取した食品を聞き取りにより調査する。 

３）摂取した食品情報を入力し、推定される被ばく線量をグラフで表示して原因と

なった食品を特定する。 

４）原因となった食品を食べないように指導を行う。 

これは結果（WBC測定値）から原因（汚染食品）を探る逆方向の利用であった。福島第一

原子力発電所事故後の状況で必要とされていた、住民自らが自分自身の放射性物質摂取情

報や被ばく情報を得るためのツールとして利用可能とするためには、このような逆方向の

利用だけではなく食品を摂取する事によって予想される被ばく線量を表示し、食べるかど

うかを決定したり、将来にわたって自らの被ばく線量管理を行ったりする前向きの利用を

可能としなければならなかった。このため、日々の食事を登録し、予想される内部被ばくを

表示することや、食品摂取の履歴を保存し、体内に残存する放射性物質量摂取量をグラフで

表示するような利用を可能とする必要があった。  

前項で検討した新たなデータベース構造におけるデータ入力について、入力フローで示

したように、食材を放射性物質濃度検査結果に従って一つ一つ入力する必要があった。ユー

ザが毎回自分の食べる食品について、放射性物質濃度検査結果を調べ、一つ一つ手で入力し

ていくのは大変な労力を要していた。システム側で、公表されている放射性物質濃度検査結

果を自動で収集してデータベースに登録しておき、ユーザが料理を登録する際に、食品を選

択するだけで利用することができる仕組みがあれば、このような労力を必要とせず、容易に

システムを利用して必要な情報を得ることが可能となる。このため、食品中の放射性物質濃

度検査結果発表ページに定期的にアクセスし、自動でデータを取得してデータベースに登

録する仕組みを構築した。
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図８．前項で検討した摂取する料理の登録ステップ 
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料理情報の入力フローにおいても、食材やその分量などを毎回ユーザが一つ一つ登録し

ていく必要があった。料理に生産物が直接紐付いてしまっているため、同じ料理を摂取する

としても、ユーザや日によって料理に使用する生産物が変わるたびに別の料理を構成しな

ければならず、入力にかかる手間を計算量オーダーの表現を借りると、𝑂(𝑛3)の手間がかか

った（図８「前項で検討した摂取する料理の登録ステップ」）。仮想コード１「前項で検討し

た摂取する料理の登録処理」でこの手順で登録する画面フローを仮想コードで表した。 

 

仮想コード１．前項で検討した摂取する料理の登録処理 

 

 

 

 

 

このため、日常的に利用して摂取した食品を登録し、将来にわたって摂取歴を管理するこ

とは料理数が多くなるほど作業が膨大となり、利用されなくなることは想像に難くなかっ

た。このため、料理をテンプレートとして再利用可能とし、摂取の際に実際の生産物を紐づ

けて登録することで、料理の入力ステップを𝑂(𝑛2)に減らすことが可能であった（図９「本

項で検討した料理をテンプレートとして再利用可能とする登録ステップ」）。この手順で登

録する画面フローを仮想コード２「本項で検討した摂取する料理の登録処理」に仮想コード

で表した。 

 

仮想コード２．前項で検討した摂取する料理の登録処理 

 

 

For Day:   
For Ingestion Dish: 

Input ingestion term. 
Input dish name. 
Input serves. 
For Foodstuff: 

Input amount of foodstuff. 
Select product or input Bq/kg of product. 

For Day:   
For Dish: 

Input ingestion term. 
Input serves. 
Select product or input Bq/kg of product for each food stuff. 
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図９．本項で検討した料理をテンプレートとして再利用可能とする登録ステップ 

 

これに伴い、前項で改変したデータベースの構造（図４「日本の状況に適応させた仕組み

のデータ構造図」）を図 10「本項で改変したデータベース構造」のように改変した。旧構造

では、料理を摂取するたびに dishes, ingredientsの両テーブルにレコードが追加された。

それぞれ１レコードあたり、264Byte, 16Byteで表現されているため、284Byte 増えること

になっていた。この改変により、料理情報を再利用することができ、ingestion_products テ

ーブルで摂取した料理である ingestion_dishes テーブルと、実際に摂取した料理に使用し

た生産物である productsテーブルの項目を紐づけており、１レコードあたり 8byteで表現

されているため、情報量を以前の構造から最大約 97％削減することができるようになった。 

さらなる料理情報入力の省力化として、利用する素材や分量の自動入力の検討も必要で
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あった。近年ではインターネット上に料理のレシピが公開され、個人が料理をする際に参考

にされていることから[26-28]、このようなレシピサイトからレシピデータを取得して使用

されている食品や量を自動で分析して栄養計算を行うための研究がなされていた[29-31]。

このような研究で用いられているような技術を利用して、料理名で検索するとレシピサイ

トのレシピから、自動で材料や分量の情報が取り込まれる機能を実装することで、さらに入

力の手間を省けるようになり、容易に利用することが可能となった。 

上述の通り、食材の放射性物質濃度のデータベースの存在が本システムの利用に際して

一つの大きな鍵となっていた。全国の食材データを集積することから膨大なデータ量にな

ることが予想され、個人の端末に巨大なデータベースを持たせることは現実ではなかった。

また、定期的に検査結果を収集する必要があるため、個人の端末にアプリケーションとして

この仕組みをインストールして利用するよりも、インターネット上のサーバにシステムを

構築し、Web アプリケーションとして利用することで、利便性や継続性の面からもユーザが

容易に利用することが可能となった。継続性については、東日本大震災において、地震後に

発生した津波によって電話回線がダメージを受け通信が切断、あるいは地震後の安否確認

による輻輳によって電話発信が制限された。携帯電話の通話発信は 95％まで制限されたが、

パケット通信については、日本の携帯電話事業者である NTT ドコモが 30％の制限を課して

いたが、すぐに解除された。他の通信事業者は制限を設けていない[32,33]。このため、イ

ンターネットの利用にはほとんど影響がなかった。今後同様の事態が発生した際にも、イン

ターネットの利用への影響が低い可能性は高い。このようなことからもインターネット上

で利用可能な Web アプリとしての実装は妥当であると考えられた。 

本研究で構築した仕組みを図 11「Japan Web CORPORE 概要図」に図示した。 
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図 10．本項で改変したデータベース構造 
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図 11．Japan Web CORPORE 概要図 

 

2-3-2. 結果 

前項で構築した仕組み（図 11「Japan Web CORPORE概要図」）を以下のように試験実装

した。 

(1)生産物データベース 

食品中の放射性物質情報について、自動でデータベースに登録する仕組みを実装した。

厚生労働省がホームページで全国の食品中の放射性物質濃度検査結果を定期的に報告して

いるため[14]、定期的にこのホームページにアクセスして放射性物質濃度検査結果発表資

料を自動で取得し、発表資料の構文を解析して食品中の放射性物質濃度情報を取得して生

産物データベースに蓄積される仕組みを実装した(図 12「食品中の放射性物質濃度検査結

果自動収集ツールのデータベース表示画面」)。2015 年４月現在、発表された全数約 120

万件の食品放射能検査結果が生産物情報として登録され、利用可能となっていた。 
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図 12．食品中の放射性物質濃度検査結果自動収集ツールのデータベース表示画面 

 

(2)Japan Web CORPORE 

前項において構築した仕組みの通り、汚染地域住民が自ら料理を入力し、放射能摂取量

情報や内部被ばく情報を閲覧することによって自分自身で被ばく管理を行えるよう、イ

ンターネットを通じてパソコンやスマートフォンなどからアクセスして利用できるよ

うに Web アプリケーションとし、Japan Web CORPORE として構築した。一般的なサーバ

構成で動作するよう、世界で最も普及していたオープンソースのデータベースシステムで

ある MySQL 5.5 を使用し[34]、サーバサイドスクリプト言語である PHP 5.5 Hypertext 

Preprocessor[35]で実装し、Apache 2.4[36]などの一般的な Web サーバアプリケーション

で動作するようにした。また、一般的な閲覧環境から利用できるように、Internet 
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Explorer 9 以上、Google Chrome バージョン 10.0.648 以上、Safari バージョン 5.0 以

上で正常に表示されるように実装した。 

以下に実際の動作画面をもとに機能を説明する。システムにログインすると、メインの

画面として Analysis画面が表示された（図 13「Analysis画面」）。この画面では、ユーザ

の関心ごとである、自分がこれまでに摂取した料理から体内にどのくらい放射性物質が蓄

積され、それによってどの程度被ばくし、どのように排出されていくのかが表示された。

画面中央上部には放射性物質の蓄積・排出の様子が表示された。画面下部にはこれまで摂

取した料理の歴が一覧表示されていた。 

 

 

図 13．Analysis画面 
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内部被ばく線量歴表示画面では、これまでの被ばく線量（緑線）、日毎の被ばく線量（青

線）を表示し、ユーザが自分の被ばく歴を一目で確認できるようにした（図 14「内部被ば

く線量歴表示画面」）。 

 

 

図 14．内部被ばく線量歴表示画面 

 

摂取料理情報入力画面からは摂取する料理の構成や実際に摂取した料理の登録が可能

であった(図 15「摂取料理情報入力画面」)。外部のレシピサイト[26]と連携し、料理名を

検索するとレシピサイトに登録されている料理の一覧が表示され、食材リストから料理の

構成情報を自動で入力することが可能であった（図 16「レシピサイトから料理のレシピ情

報を自動入力」）。しかしながら、レシピサイトのレシピ情報の表記ゆれにより、例えば図

16「レシピサイトから料理のレシピ情報を自動入力」の右側で表示されているように、玉

ねぎの分量がグラムではなく、“中半分”といったような表現で記載されていることがあ

った。このような数値として変換できない単位については赤字で表示するようにし、登録

時にユーザに数字の入力を促すようにした。 
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図 15．摂取料理情報入力画面 

 

 

図 16．レシピサイトから料理のレシピ情報を自動入力 
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摂取情報登録画面（図 17「摂取情報登録画面」）から摂取した料理の分量を登録し、

実際に摂取した料理に用いた生産物の情報を登録した（図 18「摂取料理に使用した生産物

情報登録画面」）。この際、自家栽培や山河で採取してきた生産物については、公民館等の

測定器で測定した結果の放射性物質濃度を手で一つ一つ入力することも可能であるが、ス

ーパーなどで買ってきた食品など、放射性物質濃度検査結果が公表されているものについ

ては生産物選択画面から生産物データベースに登録されている目的の生産物を探して選択

することも可能となった（図 19「生産物選択画面」）。 

生産物データベースから生産物の放射性物質濃度情報を利用する際に、登録されてい

る生産物の放射性物質濃度検査結果が ND（検出限界値以下）として登録されているものに

ついては、保守的評価をするために検出限界値として登録されている値を利用して計算す

るようにした。 

 

 

図 17．摂取情報登録画面 
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図 18．摂取料理に使用した生産物情報登録画面 

 

 

図 19．生産物選択画面 

 

オリジナルの CORPORE でアセスメント機能として用意されていた、集団の摂取量平均や

集団のなかでユーザがどの位置にいるのか等を確認できる統計表示画面(図１「CORPORE の

stats 画面」)も、機能として実装した（図 20「統計表示画面」）。 



   

 

 

 

- 63 - 

 

 

図 20．統計表示画面 

 

(3)ユーザ管理 

Webアプリという提供形態から、同時に多数の利用者がアクセスして利用することになる

ため、ユーザ管理を行い、ユーザが自分の食事を継続的に記録可能で、それによる放射性物

質の摂取の履歴を閲覧できるようにした。また、ユーザごとの権限管理も行い、一般ユー

ザ・管理者ユーザの他にアセスメント及び調査研究が行えるように医療ユーザ・研究ユーザ

の権限も用意した。医療ユーザ権限では被ばくアセスメントが行えるように、許可された集

団の情報を全て閲覧可能とした。研究ユーザ権限においては、許可された集団の摂取情報に

ついて個人情報を匿名化した上で閲覧可能とした。 

 

2-4. 研究２ システム評価 

研究１で実装したシステムの利用について評価を行った。 

 

2-4-1. 方法 

評価方法として、下記の要領で典型的食事モデルを設定し、システムに登録して内部被ば
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く線量の推移を推計することができるか確認した。 

モデルは、居住地域を東京都と福島県に設定し、成人および青年(15-19歳)とした。食事

モデルは、４月を代表月として、４月１日から４月 30日の料理を国民健康・栄養調査[37]

の年代別食品群別摂取量に整合するように構成した。摂取する食材として、生産物データベ

ースで代表月の検査結果の生産物を居住地域、近隣都道府県、全国の順に当該生産物を検索

して利用した。検索された材料が流通品目にある場合には東京・福島それぞれの測定最大値

を適用した群を max データとし、その流通品目における全国の検出限界値の最小値を適用

した群を min データとした。材料が流通品目にない場合、放射性物質濃度を 0Bq/kgとした。

こうして設定した下記の８パターンを 2011年から 2016 年分をそれぞれ Japan Web CORPORE

に入力して線量の計算を行い、代表月の積算預託実効線量を 12倍することでその年の年間

線量とした。 

 

⚫ 福島成人 max： 福島県居住、成人（男性）、max 

⚫ 福島成人 min： 福島県居住、成人（男性）、min 

⚫ 福島若者 max： 福島県居住、年代 15-19才（男性）、max 

⚫ 福島若者 min： 福島県居住、年代 15-19才（男性）、min 

⚫ 東京成人 max： 東京都居住、成人（男性）、max 

⚫ 東京成人 min： 東京都居住、成人（男性）、min 

⚫ 東京若者 max： 東京都居住、年代 15-19才（男性）、max 

⚫ 東京若者 min： 東京都居住、年代 15-19才（男性）、min 

 

3-4-2. 結果 

モデルの入力および計算実行上も問題なく日々の線量および積算線量がグラフとして表

示された。これらのモデルを入力した画面例として、2012 年の 4 月分の摂取情報を入力し
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た東京成人 max モデルの、同期間の被ばく線量歴表時画面を図 21「2012 年の東京成人 max

モデルを入力したあとの被ばく線量歴表示画面」に表示した。8種類のモデル全体の年間相

当量の推移を示したグラフを図 22「Japan Web Corpore を使用してモデル計算をした例」

に示した。図 22「Japan Web Corpore を使用してモデル計算をした例」中の福島マーケット

バスケット、東京マーケットバスケットは、厚生労働省の委託により国立医薬品食品衛生研

究所が実施したマーケットバスケット方式による食品中の放射性セシウムから受ける放射

線量の調査結果[38,39]から福島県(浜通り地方、中通り地方、会津地方のうちの最大値)と

東京都のデータをそれぞれ引用した。 

 

 

図 21．2012年の東京成人 maxモデルを入力したあとの被ばく線量歴表示画面 
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図 22．Japan Web Corpore を使用してモデル計算をした例 

 

2-5. 考察 

2-5-1. 内部被ばく管理ツールによる情報提供 

福島第一原子力発電所事故後の日本の状況においては、前述の通り、様々な食品を食べる

かどうかを自分で判断するために、「それらの食品を食べたときにどの程度の放射能を摂取

しているのか」、「それによる内部被ばくの線量はどの程度なのか」、「体内から排出される放

射能の量はいかほどか」を知り、地域住民が予想される被ばく状況を容易に把握できるよう

な、前向きの情報提供が必要であるが、これまで対応したツールは存在しなかった。過去の

原子力災害において、食品摂取による内部被ばくに関連した情報を取得できるツールとし

ては、チェルノブイリ原子力発電所事故後にベラルーシやノルウェーで用いられていた

CORPOREがあった[18]。しかしながら、これは基本的に放射線管理者や医療従事者が使用し、

住民の WBC 測定結果から原因をアセスメントして、食生活の指導を行うためのツールとし

て用いられており、後ろ向きの情報取得のためのツールであった。本研究においては、この
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ツールの仕組みやモデルを日本の状況において必要とされている、食品摂取による内部被

ばくに関する前向きの情報提供ツールとして改変し、人々の食品摂取による内部被ばくに

対する不安に対し、適切な情報を提供することを目的とした。 

CORPOREは、チェルノブイリ原子力発電所事故後のベラルーシとノルウェーの状況に対応

するために、食品を食材として個別に扱い、慢性的摂取と単発的摂取の 2つの摂取形態を考

慮して入力していた。これは、ベラルーシの汚染地域では、農業や狩猟による自給自足の食

生活が主であり、通常食される食品がある程度限られていたためである。ノルウェーでの利

用についても、サーミ人の食すトナカイにターゲットが絞られていたため、食品を食材とし

て個別に扱うことが自然であった。日本においては、食品流通が発達しており、毎日同じメ

ニューを食べることは少なく、様々な食材を使って様々な料理を食べることが多い。このよ

うな食習慣の違いについて検討を行い、摂取した食事から、食材として食品を個別に管理す

るよりも、料理というひとまとまりの単位として管理するほうが自然であったため、データ

構造の改変をおこない、料理を一つの単位として摂取した食品を扱うことができるように

なった。このことで、日本の食生活を反映した食事の登録が可能となり、住民が直感的に自

分の食事の登録ができ、その食事に関連した放射線の情報の提供が行えるようになった。自

分の食事による被ばく情報であるため、画一的な基準や数字としての検査結果ではなく、自

分ごととして捉えることのできる情報を提供することが可能となった。 

オリジナルの CORPORE では、チェルノブイリ原子力発電所事故後十数年経った状況で用

いられていたため、137Csのみ考慮されていた。日本においては、事故発災後間もなく、半減

期の短い他の放射性核種も考慮する必要があり、131I、134Cs、137Cs のみならず、90Sr の食品

中の放射性物質濃度検査結果が発表されていた[14-17,23,24]ため、これらの核種にも対応

できるように、多核種を考慮できるように改変した。この改変によって、原子力発電所の事

故によって放出された人工核種だけでなく、40K や 210Poなどの事故前から存在する自然核種

[40,41]による影響も扱うことが可能となった。これにより原子力災害による追加の被ばく
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だけでなく、自然放射線による被ばくも考慮した情報の提供ができるようになった。 

上述の料理および摂取した料理に使用した食材とその放射性物質情報の情報モデルを、

前向きの被ばく情報を提供するため、日々の食事を登録し、それによる放射性物質の摂取・

排出状況や被ばく線量の表示を行うという利用形態を想定して、特定の端末に特定のアプ

リケーションをインストールして利用せずとも、どこからでも利用可能な Web アプリケー

ションとして実装した。 

日々の利用において、公表されている食品中の放射性物質濃度検査結果を、ユーザ自身が

検索して入力する負担を軽減するため、厚生労働省のホームページで発表されている食品

中の放射性物質濃度検査結果など、Web上で入手可能な食品中の放射性物質の検査結果を自

動的に取得して集積するする仕組みを構築した。この仕組みで収集された食品の放射性物

質濃度情報を用い、摂取した料理の放射能量を推定して自動的に内部被ばく線量を計算し、

その料理を摂取することによる被ばく線量を表示する仕組みを実装した。摂取した料理を

登録していくことで、履歴を管理することができる仕組みを実装した。また、料理情報の入

力の手間を削減するため、料理情報をテンプレートとして利用可能にして、入力の作業量を

𝑂(𝑛3)から𝑂(𝑛2)に減らした。これによって、データ量を最大 97％削減することができるよ

うにしたとともに、レシピ情報サイトから食材情報を自動で取得することができるように

した。これによって、日々の食事の食材情報を毎回全て入力する手間を削減することが可能

であったが、レシピサイトの表記ゆれによって、正しく分量が判別できないという課題が残

った。 

本システムの利用方法の一つとして食事を作る前、或いは食材を買う前にパソコンやス

マートフォン、タブレット PCなどで本システムにアクセスしてその食材を利用した食事を

入力してそれを食べた場合の摂取量を推計するといったことが考えられる。このように放

射能摂取量や内部被ばく線量の推計値や自らの摂取量の履歴を情報として得ることで、「こ

れなら食べられる」「食べられない」「毎日食べるには適さないがたまになら食べる」「食べ
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る量を減らす」「前回摂取したものはほとんど排出されたからそろそろ食べていい」といっ

た判断を自ら下すことができる。実際にそれを食べたのであれば、それを履歴として残すこ

とによって、後の食事の際の判断の材料ともなる。このことにより「自己決定権の回復」が

なされ、不安を和らげることが期待できる。 

また、本システムは、オリジナルの CORPOREの評価機能を念頭に置いて構築されているた

め、逆方向の評価にも対応可能である。そのため、日本国内だけではなく、オリジナルの

CORPOREを用いているベラルーシやノルウェーにおいても利用することも可能である。 

 

2-5-2. 生産物データベース 

2015 年４月までに生産物 DB に集積された食品全 1,199,241 件中、検出限界値以下のもの

が 1,113,931 件(92.8%)あった。うち、2015 年１月〜３月までの食品 67,401 件中、

65,117(96.6%)が検出限界値以下、食品中の放射性物質濃度の基準値(表 1「食品中の放射性

物質の基準値(2012 年４月以降)」)を超える食品は 145 件(0.2%)であった。 

 

表１. 食品中の放射性物質の基準値(2012年４月以降) 

分類 基準値（Bq/Kg） 

水 10 

清涼飲料水 10 

茶 10 

牛乳 50 

それ以外の食品 100 

 

基準値以上であった145件の食材の内訳は表２「2015年１月から３月までの食品のうち、

基準値を超える食品の内訳」の通りである。基準値を超えた食品の割合がごく少数である

上、その大部分を占めるイノシシ肉、ツキノワグマ肉及びニホンシカ肉は日本においては一
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般家庭ではほとんど食されない食材であった。現時点では大多数の日本人にとって食品に

よる内部被ばくの影響は無視できるほど小さいと言える。しかしながら、汚染地域周辺住民

はじめ、国民の安心のためにはこのような理解しやすい評価ツールが必要である。このよう

なツールで理解することで食に対する不安を払拭し、風評被害などの影響を軽減すること

にも繋がる。 

 

表２．2015年１月から３月までの食品のうち、基準値を超える食品の内訳 

食品名 件数 

イノシシ肉 116 

シカ肉 10 

熊肉 5 

ヤマドリ 3 

メバル 3 

岩魚 5 

ヤマメ 1 

粉末椎茸 1 

イシガレイ 1 

 

2-5-3. Japan Web CORPORE 

実際に、構築した Web 版 Japan CORPORE をオリジナル CORPORE の開発チームに試用して

もらったところ、好評を得た。「オリジナルの CORPOREよりも使いやすくなり、食品ごとで

はなく料理ごとの入力に対応したことで、より日本の実態に即した利用が可能になるだろ

う」「ベラルーシで ETHOS や CORE の活動を始めたのは事故後十数年経っており、CORPOREで

はプロジェクト開始時の 134Cs の影響力が非常に小さいため無視されていた。日本ではまだ

事故から日が浅く、多核種に対応したことでこのような半減期の比較的短い核種について

も考慮できることは非常に有用である」との評価を頂いた。また、「食生活のジャンルが違
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うものになった場合、どういう被ばく状況になるか比較できるようになるとよい。食生活か

らパターンをどう分けるかについては将来的に自動判別できるとよい。」という意見も頂い

た。これについては、食生活を水産物中心、農作物中心など、ある程度パターン化したテン

プレートのようなものを構築し、統計情報機能において性別や地域等に加えて項目を増や

す事で実現しうるか今後の検討課題であるが、研究２においてシステムの評価のため 8 つ

の典型的パターンのモデルを作成し、食事情報を入力することで被ばく情報を表示するこ

とができることを確認した。食事パターンによるモデルを設定し、システムに入力を行って

入力、表示ともに問題なく行えることを確認した。研究２で設定したいずれのモデルにおい

ても、マーケットバスケット調査結果と比較して線量が高くなっているが、Japan Web 

CORPOREは、生産物データベースのデータを利用する場合、“ND”（検出限界値以下）で登録

されている生産物は検出限界値を用いて被ばく線量を計算する仕組みになっており、そも

そも保守的な結果が出るようになっている。さらには、マーケットバスケット調査において

は、生産物の表面を洗ったあと、農作物の皮、魚の骨や内臓などを取り除いた可食部のみに

して、茹でる、焼くなどの調理をした上で、測定している[38]。非可食部を取り除くことや、

茹でるなどの調理をすることで食品中の放射性物質がある程度除去されることはよく知ら

れている[42-44]。このモデル計算においては、このような調理などを考慮せず、流通にお

ける食品中の放射性物質濃度検査結果をそのまま用いたため、調理による放射性物質の低

減が考慮されておらず、実際に摂取するよりも過大な評価となっている可能性がある。本モ

デルで推定した被ばく線量は、マーケットバスケット調査よりも大きめな結果となってし

まっているが、2012 年以降ではいずれの地域の最大においても、食品中の放射性物質の基

準値の根拠となっている食品からの追加被ばく線量が１年間で１mSv[45]という値の２％

未満となっており、流通している食品を摂取する限りにおいては、食品摂取による内部被ば

くは基準よりもかなり低くなっていることが可視化された。このような情報が人々の食品

に対する不安を払拭するために重要であり、このシステムを用いて提供できることが確認
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できた。  

これまで適切な情報が得られず、食事に不安を抱えていた人々が、本システムを用いれば、

自分の食事による内部被ばくの情報を得ることができるようになる。数字を自分ごととし

てとらえることができ、自ら食品を食べるかどうか決めることができるようになることに

よって、自己決定権の喪失による不安やストレスから解放されることが可能となる。 

 

2-5-4. 今後の展望 

生産物データベースの集積結果が示すように、現在においてはほとんどの流通品が検出

限界値以下であり、モデル計算によって明らかにしたように、食品摂取による放射線の健康

への影響はほぼ心配されるような被ばく線量ではなくなっている。このような状況におい

ては喫緊に広く必要とされる事は少ないだろうが、今後の不測の事態に備えるためにもこ

のようなツールを用意しておくことは必要不可欠である。 

本研究においては、食品からの内部被ばくに対する不安への対応として、適切な情報提供

を行うという観点から食品摂取による内部被ばく管理システムを構築した。本システムで

は、摂取する食品の放射性物質濃度は、生産物データベースには公表されている食品中の放

射性物質濃度検査結果を自動巡回して登録されたものを利用することや、自家栽培や山河

で採取した食品については手入力で利用することが可能になっている。何れにしても、検査

した食品でなければ放射性物質濃度が分からず内部被ばく線量を推定できないということ

になる。土壌中の放射性物質濃度が作物に移行することはよく知られており、その移行係数

が判明している農作物も少なくない[46-48]。農地の放射性セシウム濃度分布図も作成され

ており[49]、これらを利用することで、食品名と生産地を入力すれば食品中の放射性物質濃

度を推定することが可能となる。さらに簡易な利用を可能とするため、こうした仕組みを利

用することの検討が必要である。さらには、空間線量から土壌中の放射性物質濃度を推定す

る研究もおこなわれており[50]、将来の原子力災害においては、航空サーベイによって[51]、
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農業地等の空間線量を測定することにより、より早期に食品への放射性物質移行を推定し、

本システムを用いることで内部被ばく線量の推定情報を提供でき、被災住民が、自らの状況

が分からずに不安を感じる期間をより短くすることができる可能性がある。 

本研究においては食品を摂取することによる経口の内部被ばくを対象としたが、内部被

ばくには呼気によるものも存在する[52]。今後、呼吸による内部被ばくの管理システムを構

築し、統合することで、統一的な内部被ばく管理ツールの構築が可能となる。 

前述の通り、食からの内部被ばくの影響がほとんど無視できるような現状にあっては、周

辺環境からの外部被ばくによる影響の方が大きいと考えられるが、県民健康調査で行われ

ている外部被ばく線量評価[53]や、汚染地域住民が個人線量計をつけて外部被ばく線量を

管理するしくみ[54,55]などと連携して、食生活や屋外での活動を含めたトータルの生活パ

ターンによる被ばく線量情報を提供できる仕組みが可能となる。福島第一原子力発電所事

故後、医療被ばくについても関心が高まり、放射線に対する不安を反映して、福島県の小児

において CT（Computer Tomography）検査などの放射線検査数が事故前に比べて減少してい

ることが報告されている[56,57]。調査対象の医師のうち 4分の 1 の医師が、小児に対する

放射線のリスクを心配した小児患者の親から、検査を拒否されたことを報告しており[57]、

放射線に対する忌避感が見てとれる。このような不安に対しても適切な情報を提供するこ

とが不安の緩和につながると考えられる。このような状況を反映して医療現場において、医

療被ばく線量管理についての取り組みが活発になっている[58-60]。また、医療被ばく用の

放射線被ばく情報管理のための標準として DICOM（Digital Imaging and Communications 

in Medicine）に DoseSRが定められており[61] 、医療被ばくの情報を収集しやすい環境が

整いつつある。本システムを医療被ばく情報と連携させることで、住民の放射線の影響によ

る健康不安への統一的な情報提供を行う仕組みを構築することが可能になる。 

今後、被ばく線量情報管理のみならず、本仕組みによって食品情報に栄養情報を付加する

ことで日々の栄養管理やそれによる健康管理も統一的に行えるような仕組みへ応用するこ
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との検討も可能であろう。さらには、放射能のみならずヒ素や重金属などの毒物の体内蓄積

量の管理などについても応用できると期待できる。 

2-6. 結論 

本研究では、原子力発電事故によって引き起こされた食への不安に対し、適切な情報提供

を行う仕組みとして、食品摂取による内部被ばく管理ツールの開発を行った。この仕組み

は、チェルノブイリ原子力発電所事故後に欧州で用いられていた、食品からの内部被ばくア

セスメントツールで用いられていた仕組みを、日本の状況や食習慣に合わせて改変し、食品

摂取を料理単位で入力することを可能とした。どこからでも利用可能なように、Web アプリ

ケーションとして実装され、ユーザが自分自身の摂取する料理を登録し、それによる内部被

ばく線量を確認し、食べるかどうかを自ら決定することができるようにした。典型的モデル

として 8 パターンのモデルを設定し、摂取料理の登録と予想される被ばく線量の表示が問

題なく行われることを確認した。この仕組みを利用することで、放射線に関連して食事に不

安を抱く人々に、自分事としてとらえることのできる情報提供が可能となった。 

 

本研究の一部は平成 24 年度文部科学省科学研究費の助成を受けた。本研究の成果は福島

県放射線医学研究開発事業補助金の一部である。  
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3. 福島第一原子力発電所事故に伴う福島への感情の変化 

3-1. はじめに 

3-1-1. 背景 

2011年３月 11日午後２時 46分、三陸沖を震源とするマグニチュード９の地震が発生し、

その 1 時間後に遡上高 14〜15m の津波によって東京電力福島第一原子力発電所は全電源を

喪失した。運転中だった１〜３号機でメルトダウンが起きた影響で水素が大量発生し、3 月

12日に 1 号機、3 月 14 日に 3号機が相次いで水素爆発を起こした。更に、3 月 15日に 2 号

機、4 号機も損傷し、大量の放射性物質が環境中に放出された。この事故は国際原子力事象

評価尺度において、レベル７に分類された[1]。この事故による影響は国際機関によって評

価され報告されている[2-4]。この事故によって放射線に対する不安が高まり、被災地への

風評被害と呼ばれる社会的な現象が発生した。これによって災害によるダメージだけでな

く、消費者による被災地産農作物の買い控えなどの経済的なダメージも引き起こしている

[5]。医療現場においても、このような放射線に対する不安を反映し、福島県の小児におい

て CT（Computer Tomography）検査などの放射線検査数が事故前に比べて減少している[6, 

7]。調査対象の医師のうち 4 分の 1 の医師が、小児に対する放射線のリスクを心配した小

児患者の親から、検査を拒否されたことを報告しており[7]、放射線に対する忌避感が見て

とれる。被災地である福島県が放射線と関連して、時間が経つにつれてよりネガティブな感

情とともに人々に捉えられていくようになり、このような買い控えなどの行動や医療用の

放射線に対する忌避感にも影響を与えているのではないかと考える。 

地震直後には電話回線がダメージを受け、通信が切断あるいは制限された。携帯電話の発

信は 95％まで制限された。パケット通信については、日本の携帯電話事業者である NTT ド

コモが 30％の制限を課していたが、すぐに解除された。他の通信事業者は制限を設けてい

ない[8]。このため、ソーシャルネットワークサービスが情報伝達の手段として使用され、
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Twitterでは情報交換のためのコミュニティが急速に形成された [9,10] 。Jung による調

査では、ソーシャルメディアのなかでも Facebook や Mixi よりも Twitter が災害に対処す

るために活用される割合が高く、東京電力福島第一原子力発電所の事故に対する態度にも

影響を与えることが示されている[11]。東京電力福島第一原子力発電所の状況や福島をは

じめとする放射性物質の影響を受けた地域の状況、放射線そのものの影響などについては

マスメディアによって逐次報道されていたが、ソーシャルネットワーク上ではこれらの報

道の情報やそれに対する反応のみならず、不確実な情報や誤った情報、醜い風評なども急速

に拡散され、社会的不安や混乱の一因となった可能性も指摘されている[12]。Ikegami らは

2011 年の秋に震災に関する Tweet として、「震災」「地震」「津波」「放射能」「放射性物質」

「ベクレル」を含む 2960件の Tweet をデータセットとして Latent Dirichlet Allocation

よるトピック分類と、セマンティック方向辞書[13]を使用した感情分析によって、信頼性分

析システムを提案している[14]。Wang らはサイバー空間における行動と現実の行動が相互

に影響を与えることを示している[15]。これらの研究から、ソーシャルネットワーク上で拡

散された社会不安や醜い風評に触れた人々が福島県への忌避感を増加させ、さらなる風評

被害や放射線検査の拒否につながったのではないかと考える。 

事故後５年後において、信頼する情報源としてインターネットを利用したグループにお

いて、他の情報源を利用するとしたグループよりも放射線によって引き起こされる健康へ

の不安が有意に高いことが示されている[16]。更には Twitter などのインターネットメデ

ィアを利用する小学生以下の子どもを持つ母親において、リスク認知度が高く、リスク低減

活動を盛んに行なっている傾向があることが示されている[17]。これらより、高まった不安

とリスク低減活動によって子どもの放射線検査の拒否がなされたことは想像に難くない。

このような社会不安や風評を払拭するためにはリスクコミュニケーションが重要であるが、

福島の事故の際に十分にソーシャルメディアが活用されなかったことが指摘されている

[18]。Yagahara らは、地震当日の３月 11 日から３月 17 日の７日間における Tweet を分析
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し、日本人の放射線に対する関心の変化を分析した[19]。事故の状況が進行中の状況で放射

線に関連した共起ネットワークによる分析であり、地域に関連しての分析もなされていな

いため、その後どのように人々の関心が福島への態度を形成していくのかについては明ら

かになっていない。Aoki らは、地震後１年間の Tweetについて、ジオタグ（緯度経度情報）

に基づいて、Tweetが発信された地域を４つのゾーンに分けて Tweet の傾向を調査した。ど

の地域の人が Tweetしたかの分析であり、その内容については分析を行っていない[20]。 

これらのことから、東京電力福島第一原子力発電所事故に関連した様々な情報を人々が

どう受け止め、どのような反応を示したかを調査することには今後同様の災害や事故が起

きた場合のリスクコミュニケーションを効果的に行うための基礎となり、大きな意義があ

ると考える。 

 

3-1-2. 目的 

福島県においては、CT検査などの放射線検査が減少し[6,7]、いまだ消費者による農作物

の買い控えなどの風評被害が続いている[5]。これらより、本研究の仮説として以下が挙げ

られる。 

仮説１；「原子力発電所事故によって生じた人々の不安が、放射線と関連して被災地であ

る福島県に対し、時間が経つにつれてより否定的な感情とともに人々に捉えら

れていくようになり、それによって人々が福島に対する忌避感を増加させるこ

とに影響を与えているのではないか」 

仮説２；「悪感情や忌避感の形成過程においてリスクコミュニケーションなどで適切な情

報提供を行うことができれば、このような状況は防げたのではないか」 

どのようなタイミングでどのような情報を提供するべきかについては、まずはこのよう

な状況がどうのように形成されていったかを明らかにする必要がある。 

本研究では、福島県に対する忌避感がどのように形成されていったかを明らかにするた
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め、人々の放射線に関連した感情が、福島県に向けてどのように移り変わっていったのかを

明らかにすることを目的とした。 

 

3-2. 方法 

この研究では、東北地方太平洋沖地震発生日である 2011 年 3 月 11 日の 0:00 時(日本時

間)から一年間（2012 年 3 月 10 日 23:59(日本時間)まで）に日本語で Twitter に投稿され

たもののうち、「放射線」「放射能」「放射性物質」という用語のいずれかを含むものを放射

線に関する発言として選定し、約 1900 万件の Tweet を使用した。このうち、Bot と呼ばれ

る自動 Tweet および、誰かの Tweetをそのまま転送するリツイートであることを示す、“RT”

もしくは“QT”で始まる Tweet をリツイート群とし、リツイート群を除いた約 900万件をタ

ーゲット群とした。Botのアカウントは、ユーザ ID が“bot”で始まるものあるいは終わる

ものとした。より発信者の感情を正確に抽出するため、ターゲット群においては、Tweet中

にそれ以降は誰かの Tweet の引用であることを示す“RT”や“QT”以降を削除した文字列を

ユーザの発した内容を表す文章として扱った。下記の処理を全ての Tweet に対して行い、

Tweet が持つ感情を数値化し、Tweet を関連する都道府県ごとに分類して分析を行った。 

 

3-2-1. 感情極性値による Tweet の感情の数値化 

感情極性（単語が一般的にどのくらいポジティブな印象を与えるか、ネガティブな印象を

与えるかを示す属性値）を用いてそれぞれ処理した。Takamura らは「岩波国語辞書（岩波

書店）」をもとに、名詞 49,002語、動詞 4,254語、形容詞 665語、副詞 1,207 語に対して、

-1(最も悪い印象を持つ)から 1(最も良い印象を持つ)の間で、実数値で感情極性点数を割り

当てた単語感情極性対応表を作成している[14]。表１「感情極性値対応表の例」に、感情極

性値の例を示す。 

 



   

 

 

 

- 86 - 

表１．感情極性値の例（感情極性値対応表[14]より抜粋） 

単語 読み 品詞 感情極性値 

優れる すぐれる 動詞 1 

嬉しい うれしい 形容詞 0.998871 

週末 しゅうまつ 名詞 0 

負け越す まけこす 動詞 -0.342854 

悪い わるい 形容詞 -1 

 

(１)形態素解析による単語の抽出 

感情極性対応表では単語の原形に対して感情極性値が対応づけられている。このため、

Tweet のような文章の感情を分析するためには、文章を単語に分離し、その原形に変換する

必要がある。英語を含む多くの言語のように、単語と単語の区切りが空白によって分かち書

きされており、明確に示される言語の文法である場合には単語分割処理によって単語に分

割する作業は複雑ではないが、日本語の場合には複雑な処理が必要になる。本研究では、こ

の処理を形態素解析によって行った。 

形態素解析とは、自然言語のテキストデータから、形態素と呼ばれる、言語で意味を持つ

最小の単位に分割し、それぞれの形態素の品詞などを判別する手法である。日本語の代表的

な形態素解析の手法は大きく分けて、規則による形態素解析と確率的言語モデルを用いる

方法の２つがある。日本語文法においては、動詞の後に格助詞が来ることができないといっ

たような規則性があり、動詞の活用によっても後に続く品詞が制限されるというような規

則が存在する。前者ではこのような文法の規則を用いて形態要素処理が行われていた。昨今

では後者の確率的言語モデルを用いて統計的な手法が利用される[21-23]。日本語形態素解

析を数学的に定義すると、文字列 C=c1...cm から構成される文が、単語列 W=w1...wn に分割

されるとすると、与えられた文字列に対する単語列の条件付確率 P(W|C)を最大化する単語

列 W’を求めるという問題と定義でき、式１のように表現できる[21]。 
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𝑊̂ = arg max
w

𝑃(𝑊|𝐶)                        ・・・（式１） 

 

形態素解析を実現するために、永田は N-best探索アルゴリズムを用いた手法を提案した

[21]。森田らは Recurrent Neural Network Language Model を用いた手法を提案した[22]。

Kudo らは条件付きランダム場(CRF)に基づく手法を提案しており[23]、それぞれの手法を用

いた日本語の形態素解析器として複数のフリーソフトウエアが提供されている[24-27]。形

態素解析で形態素を解析するためには辞書が必要であるが、辞書によって形態素や単語の

分離に違いが出てくる。IPADIC[28]や UniDic[29]は形態素のための辞書であり、単語や固

有名詞の登録は少ない。例えば、前述のとおり本研究では「放射線」「放射能」「放射性物質」

という単語を含む Tweetを対象としているが、これらの辞書で形態素解析し、分割するとそ

れぞれ「放射/線」「放射/能」「放射/性/物質」というように分割されてしまう。本研究にお

いては Twitter という Web 上で口語表現によって比較的新しい言葉が交わされているテキ

ストを対象としているため、Web 上の言語資源から新語を多く取り入れている mecab-

ipadic-NEologd辞書[30,31]を用いた。この辞書は、IPADICでは複数の形態素に分割されて

しまうような固有名詞などの表現を収載しており、毎週二回以上、Web 上の言語資源をクロ

ールし、ニュース記事やネット上で流行した単語や慣用句、ハッシュタグなどに用いられて

いる新語や固有名詞、表記ゆれなどが検索され、新しい固有表現を随時辞書に追加している

[32]。この辞書を利用するため、形態素解析器には MeCab[24]を用いた。 

例文として、「放射線が心配だから福島から避難した」という文を、mecab-ipadic-NEologd

辞書を用いて MeCabで形態素解析を行うと、下記のような結果が得られる。 

 

放射線が心配だから福島から避難した 

放射線 名詞,一般,*,*,*,*,放射線,ホウシャセン,ホーシャセン 

が  助詞,格助詞,一般,*,*,*,が,ガ,ガ 
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心配 名詞,サ変接続,*,*,*,*,心配,シンパイ,シンパイ 

だ  助動詞,*,*,*,特殊・ダ,基本形,だ,ダ,ダ 

から 助詞,接続助詞,*,*,*,*,から,カラ,カラ 

福島 名詞,固有名詞,地域,一般,*,*,福島,フクシマ,フクシマ 

から 助詞,格助詞,一般,*,*,*,から,カラ,カラ 

避難 名詞,サ変接続,*,*,*,*,避難,ヒナン,ヒナン 

し  動詞,自立,*,*,サ変・スル,連用形,する,シ,シ 

た  助動詞,*,*,*,特殊・タ,基本形,た,タ,タ 

 

このように、形態素に分解され、それぞれの形態素について、 

 

表層形  品詞,品詞細分類 1,品詞細分類 2,品詞細分類 3,活用型,活用形,原形,読み,発音 

 

と出力され、形態素の詳細な情報を得ることが可能となる。 

 

(2)Tweet の感情極性値の算出 

Tweet に含まれる全ての語句を形態要素分析によって単語に分離し、そのうち品詞が名詞、

動詞、形容詞、副詞となっているものに対して、原形の語で上記の単語感情極性対応表を用

いて点数付けをした。前述のとおり、使用するデータは「放射線」「放射能」「放射性物質」

のいずれかを含む Tweetである。これらの単語は単語感情極性対応表において、それぞれ 、

「放射能」は-0.598318、「放射線」は-0.560393、「放射性」は-0.178744であり、対応表に

は「放射性物質」は存在しなかった。これらの単語は負の値を持ち、否定的な言葉として登

録されている。本研究の目的は、上記３つの単語から連想される感情を分析することであ

り、これらの影響を排除するために、これらの単語を 0 点として評価した。また、感情極性

対応表[14]に無い単語についても Tweet の感情極性に影響を与えないように 0 点として、

Tweet の感情極性値を以下の式で算出した。 
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𝑇𝑝𝑛 = ∑
𝑊𝑝𝑛(𝑛)

𝑊𝑐
                          ・・・式（２） 

Tpn; Tweetの感情極性点数 

Wpn(n); n 番目の単語の感情極性点数 

Wc; Tweet に含まれる単語の数 

 

「真紅の雲が放射線をなして天頂まで延びる」（大岡昇平 / 「野火」より引用）を例に、

文の感情極性値の求め方を示す。 

 

１．形態素解析によって文を単語に分ける。 

真紅 の 雲 が 放射線 を なして 天頂 まで 延びる 

(名詞) (助詞) (名詞) (助詞) (名詞) (助詞) (動詞) (名詞) (助詞) (動詞) 

 

２．名詞、動詞、形容詞、副詞のみにし、各単語を語彙素にする。 

真紅 雲 放射線 成す 天頂 延びる 

(名詞) (名詞) (名詞) (動詞) (名詞) (動詞) 

 

３．名詞、動詞、形容詞、副詞の単語について感情極性値対応表から感情極性値をつける 

ｎ １ ２ ３ ４ ５ ６ 

 真紅 雲 放射線 成す 天頂 延びる 

Wpn(n) -0.525019 -0.880806 0 -0.444003 -0.382481 -0.887651 

この際、前述のとおり「放射線」「放射能」「放射性物質」は 0点とする。 

 

∑Wpn(n) = (-0.525019)+(-0.880806)+0+(-0.444003)+(-0.382481)+(-0.887651) 

          = -3.11996                                        ・・・・式（３） 
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Wc = 6                           ・・・・式（４） 

Tpn = -3.11996 / 6 

       = -0.51999333333                     ・・・・式（５） 

 

よって、「真紅の雲が放射線をなして天頂まで延びる」という文の感情極性値（Tpn）は、

-0.51999333333 と計算された。本研究においては、このようにしてすべての Tweet の感情極性

値を算出して分析に用いた。 

 

3-2-3. Tweet に関係する都道府県名の推定 

各 Tweet がどの地域に関連した内容なのかを推定するため、Tweet 内の地域を表す単語を

地名として抽出し、地名から都道府県の推定を行った。本研究においては、形態素解析器に

は MeCab[24]を用い、辞書には mecab-ipadic-NEologd 辞書[30,31]を用いて形態素解析を行

い、“品詞”、“品詞細分類 1”、“品詞細分類 2”がそれぞれ“名詞”、“固有名詞”、“地

域”となっている形態素を地名として扱った。 

ジオコーディングとは、住所や地名から緯度経度情報などの地理座標情報を付与する技

術のことである。逆に、緯度経度情報から住所を取得する方法を逆ジオコーディング／リバ

ースジオコーディングという。例えば、北海道大学大学院保健科学院のある「北海道札幌市

北区北 12 条西 5 丁目」という住所情報から、「北緯 43 度 4 分 30 秒、東経 141 度 20 分 45

秒」という緯度経度情報を取得するのがジオコーディングである。「北緯 43 度 4 分 30 秒、

東経 141 度 20 分 45秒」という緯度経度情報から「北海道札幌市北区北 12条西 5 丁目」と

いう住所を取得することが逆ジオコーディングである。 

Yahoo! Japan デベロッパーネットワークでは、Yahoo!ジオコーダ API というサービスで

ジオコーディング機能を一般に提供している[33]。これはキーワードによる住所検索にも

対応しており、例えば「北海道大学大学院保健科学院」というキーワードから、「北海道札
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幌市北区北 12 条西 5丁目」という都道府県名からの住所を取得することができる。この API

を用いて、都道府県名を取得した。 

 

3-3. 結果 

使用したデータセット 18,851,259件中 18,841,755Tweetにおいて感情極性値を持つ単語

が使われており、ほとんど全ての Tweetにおいて感情極性値を出すことが可能であった。使

用したデータセットの 18,851,259T 件の全体および Bot やリツイートを除いたターゲット

群 9,025,831Tweet について、Tweet 数の日毎推移をそれぞれ青線、赤線で図１「一日当た

りの Tweet 数の推移」に示す。破線はそれぞれの線形近似を示す。地震発生当日の 3 月 11

日の拡大図として分毎の Tweet 数を図２「2011 年 3 月 11 日の分毎 Tweet数」に示す。 

図３「Tweet の感情極性値日毎平均推移」と図 4「感情極性値の日毎積算推移」に図１「一

日当たりの Tweet 数の推移」同様にそれぞれ日毎の Tweet 感情極性値の平均推移および積

算推移を示す。また、図３「Tweetの感情極性値日毎平均推移」にはリツイート群の感情極

性値の平均推移を追加し、破線でその線型近似を追加した。図５「週毎のターゲット群とリ

ツイート群の F検定テスト」には、ターゲット群とリツイート群の相関を見るため、感情極

性値の平均を週ごとに F検定を行いその推移を示し、有意水準α=0.05 を赤線として示す。 
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図１. 一日当たりの Tweet 数の推移 
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図２. 2011年 3月 11日の分毎 Tweet 数 
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図３. Tweetの感情極性値日毎平均推移 
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図４. 感情極性値の日毎積算推移 
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図５. 週毎のターゲット群とリツイート群の F 検定テスト 
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対象のデータセットのうち、地名を含んだ Tweet の数は 7,763,943 件であった。すべて

の Tweet に含まれる固有の地域名の合計は 34,233 であった。地名を含んだ Tweet のうち、

都道府県の判別できたものは 6,141,417 件であった。ターゲット群のうち、地名を含んだ

Tweet の数は 3,004,726 件となった。ターゲット群とリツイート群の Tweet を都道府県別に

分類し、都道府県別の地名を表す単語数、ターゲット群の Tweet 数、リツイート群の Tweet

数、都道府県の人口(2011 年 10 月 1 日現在[34])1000 人当たりのターゲット群の Tweet 数

をそれぞれ集計した。集計において日本以外の地名は「その他」に分類した。形態素解析に

おいて地域名と判別された単語のうち、ジオコーダで一意に都道府県が特定できない地名

が存在した。例えば、「１丁目」「１番丁」などの番地を表す普遍的な単語が含まれていた。

このような単語についても「その他」として集計した。詳細を表２「ターゲット群の都道府

県別 Tweet数内訳」に示す。 

都道府県別の地名を表す単語数を図６「都道府県別の Tweet に含まれている地名を表す

単語数」に示した。図７「都道府県別 Tweet 数」に、都道府県別の Tweet数を青軸でターゲ

ット群、オレンジ軸でリツイート群をそれぞれ示した。都道府県の人口 1000人当たりのタ

ーゲット群の Tweet数を、図８「人口千人当たりの Tweet数」に地図に濃淡で表した。地名

の分布を明らかにするために、Yahoo!ジオコーダで地名をジオコーディングして緯度経度

を取得し、図９「地名分布図（日本）」、図 10「地名分布図（世界）」に地図上にプロットし

た。赤点の位置が地名の所在地、半径がその地名を含む Tweetの数を表す。「その他」分類

された地名にはチェルノブイリを始めヨーロッパや北米など、海外の原子力発電所を有す

る地域に関する Tweet が多くを占めていた。中でも、チェルノブイリ原子力発電所事故の影

響を受けた、チェルノブイリやウクライナやベラルーシ近辺、スリーマイル島近辺の地域に

関する Tweet が多くみられた。福島第一原子力発電所事故に関連してチェルノブイリやス

リーマイルなどの過去の原子力災害が想起された Tweet である可能性が示された。都道府

県別に日毎の Tweet 数の推移を表したグラフを図 11「都道府県別の日毎 Tweet 数推移」に
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示した。また、図 12「2011 年 3 月 11 日〜2011 年３月 20 日までの日毎の地名分布図」に

は、震災発生日の 2011 年 3 月 11日から３月 20 日までのそれぞれの日について、日本の地

名分布図を示した。 

都道府県に分類した Tweetを福島県と、それ以外の都道府県の２つのグループに分けた。

福島県とそれ以外の都道府県について、週毎の Tweetの感情極性点数の平均を算出し、それ

ぞれの地域について放射線に関連した感情がどのように推移したかを調査した。 

図 13「週毎の福島とそれ以外の地域に対する Tweet 数の比」と図 14「週ごとの福島とそ

れ以外の地域に対する Tweet の感情極性値の平均比」にターゲット群の福島県と福島県以

外の都道府県の Tweet 数の比、感情極性値の平均の比を示す。感情極性値は-1 から 1 の間

を取るため、図 15「週ごとの福島とそれ以外の地域に対する Tweet の感情極性値の平均比」

の平均値の比においては感情極性値の平均に１を足して 0 から 2 の間の値を取るようにし

て比をとった。 

図 14「週ごとの感情極性値平均の推移」には、福島県とそれ以外の都道府県の感情極性

平均値の推移を、ターゲット群とリツイート群のそれぞれで下記のように示す。  

1. 青色の実線：福島県で Bot やリツイートを除いたもの 「福島県ターゲット群」 

2. 緑の実線：福島県以外で Bot やリツイートを除いたもの 「他地域ターゲット群」 

3. 赤色の実線：福島県で Bot やリツイートのもの 「福島県リツイート群」 

4. 紫色の実線：福島県以外で Bot やリツイートのもの「他地域リツイート群」  

それぞれの線について線型近似を破線で追加した。 
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表２. ターゲット群の都道府県別 Tweet 数内訳

都道府県 地域名を表す単語 
Tweet 数 

(ターゲット群) 

Tweet 数 
(リツイート

群) 

1000 人当たりの 
Tweet 数 

北海道 635 51,871 77,803  9 

青森 158 18,181 26,014  13 

岩手 545 32,319 46,794  25 

宮城 911 64,714 108,190  28 

秋田 200 10,473 13,545  10 

山形 295 13,523 19,022  12 

福島 1535 741,178 1,169,560  372 

茨城 1013 155,482 168,468  53 

栃木 650 41,832 55,301  21 

群馬 714 26,892 40,254  13 

埼玉 1647 55,702 68,831  8 

千葉 1757 129,784 169,517  21 

東京 2614 441,874 585,155  33 

神奈川 1766 108,510 133,176  12 

新潟 380 29,238 35,288  12 

富山 100 4919 4,515  5 

石川 121 3461 7,722  3 

福井 137 11,437 16,639  14 

山梨 313 7881 9,240  9 

長野 663 21,466 30,256  10 

岐阜 325 8582 11,523  4 

静岡 615 36,133 44,847  10 

愛知 696 21,380 26,516  3 

三重 208 2339 2,251  1 

都道府県 地域名を表す単語 
Tweet 数 

(ターゲット群) 

Tweet 数 
(リツイート

群) 

1000 人当たりの 
Tweet 数 

滋賀 131 3497 5,086  2 

京都 319 18,232 26,478  7 

大阪 677 35,824 51,518  4 

兵庫 362 9341 13,451  2 

奈良 150 3208 3,503  2 

和歌山 115 2271 3,389  2 

鳥取 71 2774 3,573  5 

島根 79 3081 4,313  4 

岡山 134 5937 6,509  3 

広島 195 35,599 54,117  12 

山口 109 2462 3,930  2 

徳島 75 2113 3,564  3 

香川 77 2229 2,780  2 

愛媛 105 3974 5,056  3 

高知 99 2596 6,709  3 

福岡 326 12,243 16,762  2 

佐賀 83 5757 9,599  7 

長崎 125 48,477 48,797  34 

熊本 123 4620 9,937  3 

大分 104 3590 4,079  3 

宮崎 106 3284 4,920  3 

鹿児島 127 4559 8,177  3 

沖縄 165 22,115 32,994  16 

その他 16,235 1,396,553 2,005,642 N/Aa 

aN/A: 人口の母数が定められないため計算していない。 
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図６．都道府県別の Tweet に含まれている地名を表す単語数 
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図７．都道府県別 Tweet数
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図８. ターゲット群の人口千人当たりの Tweet数 

 

 

 

 

 

 

 

福島第一原子力発電所 
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図９．地名分布図（日本） 
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図 10．地名分布図（世界） 
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図 11．都道府県別の日毎 Tweet 数推移 
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2011/3/11 2011/3/12 2011/3/13 2011/3/14 2011/3/15 

     

     

2011/3/16 2011/3/17 2011/3/18 2011/3/19 2011/3/20 

図 12．2011年 3月 11 日〜2011 年３月 20日までの日毎の地名分布図 
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図 13. 週毎の福島とそれ以外の地域に対する Tweet 数の比 

点線は近似直線を表している。 
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図 14. 週ごとの福島とそれ以外の地域に対する Tweetの感情極性値の平均比 

点線は近似直線を表している。 
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図 15. 週ごとの感情極性値平均の推移
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3-4. 考察 

3-4-1. データセット全体の特徴と傾向 

表３「2011 年の主だったできごと」に 2011 年の出来事を時系列順に示す。2011 年 3 月

11日午後 2時 46分（日本時間）に東日本大震災が発生し、その約 1 時間後には津波が各地

を襲った。これにより、午後 4時頃には太平洋沿岸の原子力発電所の被害が懸念されるよう

になった。これまでは「放射線」「放射能」「放射性物質」という言葉を含む Tweetは少なか

ったが、この津波をきっかけとしてこれら 3 つの言葉を含む Tweet が急増していることが

明らかになった（図 2「2011年 3月 11日の分毎 Tweet数」）。Mendozaらが 2010 年のチリ地

震発生後に分析した災害時の Tweet 傾向と同様に[35]、本データセットにおいても発災直

後に多くの Tweet が発せられている。全体の１年間の Tweetのうち、発災後１週間で約８％、

発災後１ヶ月間で約 21％もの Tweet が占めており、その後緩やかな減少傾向にあった。こ

の傾向は Google の検索ワードのトレンド[36]においても同様の傾向がみられた（図 16

「Google トレンドの分析結果：「放射線」「放射能」「放射性物質」」）。 

 

 

図 16. Google トレンドの分析結果：「放射線」「放射能」「放射性物質」 

青線：「放射線」、赤線：「放射能」、黄線：「放射性物質」 

対象期間：2011年 3月 6日～2012年 3月 17 日 

 

放射能 

放射線 

放射性物質 
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図１「一日当たりの Tweet 数の推移」で示したように、1 号機が水素爆発を起こした 3月

12日には約 30 万件の Tweet が投稿され、2号機、４号機の被害が明らかになった 3 月 15 日

には約 40 万件の Tweet が投稿された。図 12「2011 年 3 月 11 日〜2011 年３月 20 日までの

日毎の地名分布図」においては、震災発生当日には被災した東北地方太平洋側に関する

Tweet が多く、その後徐々に全国に広がっていき、３月 15 日には黄色い粉が関東に降下し

たというニュースに合わせて関東に関する Tweet が増えている様子が視覚的にも明らかに

なった。 

3 月 23 日には内閣府原子力安全委員会により、緊急時迅速放射能影響予測ネットワーク

システム(SPEEDI)を使った乳児(1 歳未満)の 131I による甲状腺等価線量の予測が公開され

[37]、約 23 万件の Tweet が投稿された。その後、Tweet は 1 日５万件前後で推移していた。

9 月 10 日には当時の経済産業大臣が避難区域を視察した後、記者に「放射能つけるぞ」と

冗談を言って辞任したことが報じられた。その後、九州電力川内原子力発電所において火事

が発生したことが報道され、この 2つの出来事の情報が広まった。10月 14日には東京都世

田谷区の民家の床下からラジウム線源が見つかったニュースを受けて、Tweet 数が 10 万件

を超えた。図 11「都道府県別の日毎 Tweet数推移」においても、この日の東京都の Tweet数

が突出していることが示されている。図３「Tweetの感情極性値日毎平均推移」は東日本大

震災直後にはネガティブな Tweetが多く投稿され、その後は近似曲線で示すように、緩やか

にポジティブに向かっていく傾向にあるが、全体的に-0.4 を下回っており、「放射線」「放

射能」「放射性物質」にはネガティブな感情を表す Tweet が投稿されていることが明らかに

なった。 発災直後ではデータセット全体（図３「Tweet の感情極性値日毎平均推移」、青線）

とターゲット群ではほとんど感情極性値に差はないが、ネガティブからポジティブへの加

速はターゲット群の方が早い傾向がみられた。Bot やリツイートによるネガティブな Tweet

が多くなり、近似直線の負の傾きで示されるように、Botやリツイートの感情はネガティブ

な傾向にあることが明らかになった。Botやリツイートは、情報を広く拡散させる手段とし
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て機能することが多い。しかし、ネガティブな感情を含んだ情報を拡散しやすいことが明ら

かになった。このことは、Botやリツイートが情報に遭遇したユーザやコミュニティを感化

させ、特定のものに対する嫌悪感の増大に導いている可能性が認められた。 

以下に示す日付付近で感情極性値に特徴的な変化が見られた。これらの日にどのような

内容が多く拡散されていたかとともに下記に記す。 

3 月 28 日 関東各地の環境放射能水準の可視化サイトが公開された[38]。これについて、

わかりやすいと言ったポジティブな単語とともに情報共有として急速に拡散

されたため、前後からおよそ 0.029〜0.067 ポイントポジティブ方向に振れ、

両群で同じ傾向を示していた。 

11月 11日 「福島の子供達 を救うために緊急嘆願書に署名してください」(感情極性値：

-0.396)という平均よりも比較的ポジティブな Tweetが大量に投稿されていた

ため、大きくポジティブな傾向を示した。Botでもなく、リツイートの形でも

なく拡散されており、図４に示したように前後の週で両群の乖離が有意であ

ることが明らかになった。  

11 月 23 日 感情極性値が 0.05〜0.4 程度のガイガーカウンターの宣伝が前後の日に比べ

て約２〜３倍(11/22 1797/34173 tweets 5.3%、11/23 3468/33778 tweets 

10.3%、11/24 1087/40348 tweets 2.7%)投稿されており、これが影響したも

のと思われる。12 月 24日のピークおよびその前後についても同様の傾向が確

認された。 

11月 26日 東京電力が 11 月 24 日に「放射性物質は東電の所有物ではない。したがって東

電は除染に責任をもたない」と答弁した[39]ことが報道され、この情報がネガ

ティブな単語とともに拡散されており、これに伴って両群で感情極性が大き

くネガティブな傾向を示した。  

それまでターゲット群とリツイート群で同じような線を描いていたにも関わらず、12 月
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７日以降、２月 27 日まで両群の推移の形に乖離が出ており、特に 12 月 21 日から１月 15

日、２月７日から２月 27 日にターゲット群ではポジティブ方向に山ができ、12 月 18 日に

最大-0.41 にまで達するものの、リツイート群ではこれに応じた山は形成されず、-0.58付

近を推移した。図４にターゲット群とリツイート群の週次 F 検定を示したように、この期間

において両群に有意な乖離が見られた。 

 

表３. 2011年の主だったできごと 

年月日 できごと 

2011/03/11 東北地方太平洋沖地震発生 

2011/03/12 福島第一原子力発電所の 1 号機が水素爆発を起こした 

2011/03/15 
福島第一原子力発電所の 2 号機、４号機の損傷が明らかになった 
関東に黄色い粉が降ったと話題になった 

2011/03/23 

内閣府原子力安全委員会により、緊急時迅速放射能影響予測ネットワーク

システム(SPEEDI)を使った幼児(1 歳未満)のヨウ素 131 による甲状腺等価

線量の予測が公開された 

2011/03/28 関東各地の環境放射能水準の可視化サイトが公開された 

2011/09/10 鉢呂経済産業大臣(当時)が「放射能つけるぞ」発言で引責辞任した 

2011/10/14 東京都世田谷区の民家の床下からラジウム線源が見つかった 

2011/11/11 
「福島の子供達 を救うために緊急嘆願書に署名してください」という
Tweet が大量に投稿された 

2011/11/23 ガイガーカウンターの宣伝が前後の日に比べて約２〜３倍投稿された 

2011/11/24 
東京電力が「放射性物質は東電の所有物ではない。したがって東電は除染

に責任をもたない」と答弁した 

2011/11/26 東京電力の答弁が報道された 

 

3-4-2. ターゲット群の都道府県別の特徴  

表２「ターゲット群の都道府県別 Tweet数内訳」で示したように、被災地である福島県に

関した Tweet が 1000人あたり 372 件と突出して多く、他の都道府県（最大で 1000人あた

り 53 件）に比べて人口比率の高さが際立っていた。被災地に近い東日本は西日本に比べて
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Tweet 数が多く、人口比でも多くなる傾向にある。西日本の大都市のある大阪府、京都につ

いては、Tweet 数は多いものの、人口比ではそれぞれ 1000 人あたり４件と７件であり、富

山、岐阜、愛知の三県以西の他の地域（1000 人あたり 1〜34 件）と同水準である。また、

過去に原子力爆弾が投下され壊滅的な被害を受けた広島県（1000 人あたり 12 件）、長崎県

(1000 人あたり 34 件)の Tweetが西日本の他の地域（最大で 1000人あたり 16件）と比べて

目立っており、放射線に関連した地名を想起している可能性が認められた。沖縄県について

も、米軍による核爆弾の持ち込み疑惑が過去何度も取り上げられ、放射線に関連して想起さ

れる地名のようであった。これらは都道府県別の Twitter利用率[40](図 17「都道府県別の

Twitter利用割合」)とは別の傾向を示している。 
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図 17. 都道府県別の Twitter利用割合（モニタスによる調査[40]より引用） 

3-4-3. 福島県とそれ以外の都道府県についての比較  

図 13「週毎の福島とそれ以外の地域に対する Tweet 数の比」で示したように、福島県と

それ以外の Tweet 数の比は増加傾向にあり、福島県への関心が高まっていることを示して

いた。他の都道府県を合わせた数の最大３倍近くにまで達し、線形近似の右切片は 2.5 倍に

達していた。福島県とそれ以外の地域に関する Tweet の感情極性値の平均の比は特異な期

間を除くと概ね１を下回った。直線近似が描くように、この比率は緩やかに低下しており、

他の地域と比較して福島県に関するネガティブな感情が深まっていることが読み取れた。

11月 10日の週に Tweet 数比でその前の週に比べてはそれほど増えていないものの、福島に

関する感情極性が大きくポジティブな傾向を示していた。これは「福島の子供達 を救うた

めに緊急嘆願書に署名してください」(感情極性値：-0.396)という平均よりも比較的ポジテ

ィブな Tweet が大量に Bot でもなく、リツイートの形でもなく拡散されていることに影響

を受けている。 

図１「一日当たりの Tweet 数の推移」と図３「Tweetの感情極性値日毎平均推移」に示す

ように全体の Tweet 数が減少し、それに伴い全体の放射線に関する感情極性値がポジティ

ブに向かっていた。しかしながら、図 13「週毎の福島とそれ以外の地域に対する Tweet 数

の比」と図 14「週ごとの福島とそれ以外の地域に対する Tweet の感情極性値の平均比」で

示されるように他県に対する福島県の Tweet 数比が増加している上に、感情極性値の比が

下降していることは、放射線に関して福島県に対しての感情がより急激にネガティブに傾

いていることを示していると考えられた。図 15「週ごとの感情極性値平均の推移」では上

述の図３「Tweet の感情極性値日毎平均推移」に対する考察と同様に、Bot やリツイートは

ターゲット群に比べてネガティブな感情に関する投稿が多いことが分かったが、地域に関

する Tweet においても同じ傾向が確認できた。他の Tweet がポジティブな感情に向かって

いく中、福島県に関するリツイート群の感情極性値平均推移の直線近似だけが負の傾きを
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もち、時間が経つにつれネガティブな感情とともに投稿される傾向が強くなる。この傾向は

Bot やリツイートがよりネガティブな感情をもった情報を拡散している可能性を示してお

り、このような情報に触れたユーザが福島県の放射線に関わる事柄をネガティブな感情を

持って認識し、福島県への嫌悪感が高まっていることを示していると考えられた。これらの

ことから、仮説１に挙げた、「原子力発電所事故によって生じた人々の不安が、放射線と関

連して被災地である福島県に対し、時間が経つにつれてより否定的な感情とともに人々に

捉えられていくようになり、それによって人々が福島に対する忌避感を増加させることに

影響を与えているのではないか」という仮説を強く支持する結果であった。 

福島第一原子力発電所事故とよく比較されるチェルノブイリ原子力発電所事故当時の状

況においては、人々に知らされた事故の状況や放射性物質放出の情報は非常に限定的であ

った。事故当日の 1986 年 4 月 26 日にはチェルノブイリ原子力発電所近隣にあったプリピ

ャチ市の住民は何も知らされず、事故の翌日には詳細を知らされないまま突然に、避難を余

儀なくされた。30 ㎞圏の住民の避難が決定されたのは 5 月に入ってからのことである。そ

れまでキエフ州の人々はほとんど何も知らされずにいた[41]。旧ソビエト連邦政府は近隣

諸国への通報も怠り、この事故を隠していた。西側諸国に事故発生が明らかにされたのは、

1986 年 4 月 28 日にスウェーデンのフォッシュマルク原子力発電所において、強い放射線が

検出されたことをきっかけにスウェーデン政府が旧ソビエト連邦政府に問い合わせたこと

によって、発表されたチェルノブイリ原子力発電所で事故が起きたことを伝える短い発表

であった[42]。事故の規模や詳細を解析するために最も重要な旧ソビエト連邦内での放射

性物質汚染データの公開は、事故から 3 年後の民主化運動が高まる 1989年の春まで待たね

ばならなかった[41]。このように、原子力発電所の事故やその後の汚染情報は政治の壁に阻

まれ、小出しにしか出てこず、人々は不安に駆られた。福島第一原子力発電所事故において

は、震災発生が日中であったこともあり、その直後からテレビをはじめあらゆるメディアで

地震の被災状況や津波の様子、津波による福島第一原子力発電所の電源喪失の状況から 12
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日の午後 3時に 36 分に起きる１号機の水素爆発の様子までリアルタイムで中継され、イン

パクトを持って報道された。日本国中の多くの人が爆発の映像を視聴し、衝撃を受けた。福

島第一原子力発電所の電源喪失が明らかになり、3 月 11 日の午後 9 時過ぎには半径 3 ㎞圏

内の住民に避難指示が出された。翌朝 5 時過ぎには 10㎞圏内に避難指示が発令され、全町

民が避難を開始した[43]。その後も続く 3号機、2 号機、4号機の事故の状況や放射線に関

するさまざまな報道がなされ、人々は情報の洪水にさらされた。チェルノブイリ原子力発電

所事故当時の状況と大きく違うのは、このようなマスメディアによる報道や様々な団体に

よる情報提供だけでなく、住民が Twitterなどのソーシャルメディアによって、様々な情報

や感情を発信したり共有したりすることができるようなっていることである。実際に

Twitterで様々な不安や怒りの感情の表出が行われたことが確認されている[44-46]。 

本研究は各都道府県と放射線に関連して、全国の Twitter ユーザがどのような感情を持

っているかという一方方向的な調査であったが、大災害や凄惨なテロリズムの情報に接し

た人々は、直接的に被害を受けていない遠く離れた場所にいる人でも心理的ストレスを示

す知見がある[47]。直接被害を受けていないような地域の住民が、風評被害の対象となって

いる地域に対してどのような感情を持っているかについては、人々の福島への忌避感が増

加していくに至る過程の解明やその軟化のために重要と考えられた。本研究の目的は、福島

第一原子力発電所事故後の 1年間に、放射線に関連した人々の感情が、福島県に向けてどの

ように移り変わっていったのかを明らかにすることであった。事故直後は放射線に対する

ネガティブな感情は時間の経過とともにポジティブな傾向を示したが、Bot やリツイートは

他の Tweet と比較してその傾向が遅いことを明らかにした。福島県と放射能を関連づけた

Tweet は、他の県に関連した Tweet に比べて明らかに否定的な感情を示し、さらにネガティ

ブに向かう傾向を示し、時間の経過とともにその割合が増加した。放射能に関する Tweetは

全体的に減少し、放射能に対する気持ちもポジティブに向かう傾向が見られた。しかし、福

島県に関する Tweet がネガティブに向かう傾向にある一方で、割合が上昇していることか
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ら、福島県に対する否定的な感情が強まっている可能性が認められた。福島県に関する

Tweet 以外の Botやリツイートは徐々にポジティブに向かう傾向を示す一方で、福島県に関

する Bot やリツイートはネガティブに向かう傾向を示すことを明らかにした。これらの結

果は、Bot やリツイートによって拡散された福島県と放射能を連想させる否定的な感情によ

って、福島県に対する嫌悪感が高まった可能性が認められた。放射線による健康リスクなど

のリスクに関するシグナルは、文化的集団や対人ネットワークなどの個人的・社会的プロセ

スによって増幅され、人々の反応を増幅させることが多い[48]。このことは、「福島県が放

射線に関連した被災地であるというネガティブな印象を時間の経過とともに人々が持つよ

うになったことが、福島への嫌悪感の増大に影響を与えているのではないか」という仮説を

支持するものである。これを確認するためには、次のステップとして、個人レベルでの Bot

と人との相互作用を追跡する必要がある。さらに、ソーシャルメディア上でフィルターバブ

ルを使用することで確証バイアスが増幅されることはよく知られている[49,50]。この効果

を考慮に入れて、リツイートや Bot が人々の嫌悪感に与える影響を分析する必要がある。 

関谷ら[44]は図１「一日当たりの Tweet数の推移」、図 16「Googleトレンドの分析結果：

Google トレンドの分析結果：「放射線」「放射能」「放射性物質」」で示したような、災害に

関連した不安を表出する Tweet が時を経るに従い減っていくことについて、不安を解消す

るための「忘却」であると結論付けたが、本研究の結果によれば、「忘却」ではなく、福島

への悪感情が「定着」しているという可能性を示すと考えられる。近年の消費者行動研究に

よれば、新たなブランド論はソーシャルメディアの利用によって行われる循環型コミュニ

ケーションによる価値の共創であるとされている[51]。災害後におけるソーシャルネット

ワークにおいて、循環型ネットワークによって適切な情報の提供が行われないまま福島へ

の悪感情が「共創」され「定着」につながったのではないだろうか。この点についてはさら

なる研究が必要である。 
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3-4-4. 本研究の限界 

Gore らは、同じ時間帯の Tweet で表現される感情には、地理的な偏りがあることを示し

た[52]。Padilla らは、Tweetで表現される感情は、人々が地元の人なのか、その地域を訪

れているのか、1日の間にどのような他の活動を行ったのかに基づいて偏る可能性があるこ

とを示している[53]。本研究では、福島に向けられた感情について一方向の感情分析を行っ

ているため、この点を考慮していない。今後、人々の嫌悪感が高まる過程を明らかにするた

めに、特定の地域の人々が福島のような風評被害を受ける地域に対してどのような感情を

抱いているのかを明らかにしていく必要がある。Aoki らの調査[20]では、ジオタグ付き

Tweet は対象データの 0.25%に過ぎず、より包括的なデータが必要である。また、Twitter

用者の年齢構成や居住地域には格差があるため、必ずしも国民全体を代表するものではな

い。本研究では、単語に対する感情極性の値に応じて、Tweetの感情極性値を決定した。こ

のため、求められた Tweetの感情極性値が、Tweet 内の文脈や前後の Tweetの関係性に基づ

く文脈などを、必ずしも正しく表しているとは言えない。「放射能がおいしい」などの皮肉

な発言は、「おいしい」という言葉がポジティブな感情極性値を持っていることが明らかで

あり、Tweet がポジティブな感情極性を持っていると判断される。書き込まれた文章とその

文脈の両方の観点から感情極性を正しく評価する技術が必要とされている。突発的に発生

した重大な出来事に対する人々の反応には正常性バイアスがあることはよく知られている

[54]。特に、深刻な原子力発電所事故が発生した場合、被災者は自分の心を落ち着かせるた

めに Tweetする可能性が高い。その結果、Tweet には自分の気持ちではなく、自分の思いが

反映されている可能性がある。また、想起バイアスによって放射線の健康リスクが過大評価

され、過剰な嫌悪感を示す Tweet をしてしまうケースもある。これらの認知バイアス[55]の

影響を分析するためには、Tweet の内容やネットワークを評価する必要がある。 

日本語話者は意味が伝われば単語を飛ばす傾向がある[56]が、140 文字に制限されている

Twitter においてはこれが顕著である。「放射性ヨウ素」や「放射性セシウム」は頻繁に使
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用される放射性同位体であり、「ヨウ素」や「セシウム」と単純に表記されることが多い。

「セシウム」は日常生活ではあまり馴染みのない言葉であり、放射性同位体のセシウムを示

している可能性が高い。Googleトレンドにおいても、「放射性セシウム」や「放射性ヨウ素」、

「セシウム 137」といった正式名称よりも、「ヨウ素」「セシウム」という単語が用いられて

おり(図 17.「Google トレンドの分析結果：「セシウム」「ヨウ素」「放射性セシウム」「放射

性ヨウ素」「セシウム 137」」)、このような省略の傾向が確認できる。放射線を語る際に省

略されやすい、このような言葉に対する感情についても、「放射線」、「放射能」、「放射性物

質」だけではなく、調査が必要である。 

 

 

図 17. Google トレンドの分析結果：「セシウム」「ヨウ素」「放射性セシウ

ム」「放射性ヨウ素」「セシウム 137」 

青線：「セシウム」、赤線：「ヨウ素」、黄線：「放射性セシウム」、 

緑線：「放射性ヨウ素」、紫線：「セシウム 137」 

対象期間：2011年 3月 11日～2012 年 3 月 10日 

 

本研究では Tweet が Botのものかどうかは、“bot”という言葉がユーザの IDの前か後に

あるかどうかで判断した。そのため、すべての Botを正確に特定することはできていない。

ユーザ ID の前か後に“bot”という言葉が付いておらず、上記のルールでは Bot であるか判

ヨウ素 

セシウム 

放射性ヨウ素 

セシウム 137 
放射性セシウム 
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別できないものの、同じ情報を繰り返し投稿しているアカウントからの Tweet は Bot と判

断して、リツイート群の一部として調査するか、別の群に分ける必要があると考えられる。

しかしながら本研究においては、Tweet を 1 つ 1 つ調べて検証することはできなかった。 

Twitterのフォロー機能によってコミュニティが形成され、リツイートによって情報の共

有や伝播が行われるため、今後は、福島への嫌悪感が高まったときに人々が抱える感情だけ

でなく、コミュニティネットワークやリツイートによってどのように情報が伝播していく

のかを調査することで、人々の意識が固定化されていく過程を明らかにしていくことが重

要になると考える。今後、調査を進めていくことで、仮説２に挙げた「悪感情や忌避感の形

成過程においてリスクコミュニケーションなどで適切な情報提供を行うことができれば、

このような状況は防げたのではないか」についても明らかにすることができると考える。 

 

3-5. 結論 

本研究では、福島第一原子力発電所事故によって生じた、人々の放射線に関連する不安が

どのように福島に向けられ、どのように福島への拒否感や悪感情が形成されていくのかを

明らかにすることを目的とした。事故後１年間に Twitter上に投稿された「放射線」、「放射

能」、「放射性物質」のいずれかを含む Tweet 全 18,851,259件を対象に、感情極性値を用い

た感情分析を行った。18,841,755 件において感情極性値を持つ単語が使われており、ほと

んど全ての Tweet において感情極性値を出すことが可能であった。地名を含んだ Tweet の

数は 7,763,943件であった。すべての Tweet に含まれる固有の地域名の合計は 34,233であ

った。地名を含んだ Tweetのうち、都道府県の判別できたものは 6,141,417件であった。タ

ーゲット群のうち、地名を含んだ Tweet の数は 3,004,726 件となった。被災地である福島

県に関した Tweet が県民 1000人あたり 372 件と突出して多く、他の都道府県（最大で 1000

人あたり 53 件）に比べて Tweet の人口比率の高さが際立っていた。 

津波の発生とともに「放射線」、「放射能」、「放射性物質」のいずれかを含む Tweetが急増
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し、全体の１年間の Tweet のうち、発災後１週間で約８％、発災後１ヶ月間で約 21％もの

Tweet が占めており、その後緩やかに減少していったことが明らかになった。Tweetの感情

極性値の日毎平均は全体的に-0.4を下回っており、「放射線」「放射能」「放射性物質」には

ネガティブな感情を表す Tweet が投稿されていることが明らかになった。 

福島県とそれ以外の地域に関連した Tweet 数の比は増加傾向にあり、福島県への関心が

高まっていることを示していた。他の都道府県を合わせた数の最大３倍近くにまで達して

いた。福島県に関する Tweet は、他の地域に関連した Tweet と比べて明らかに否定的な感

情を示し、感情極性値の平均の比は特異な期間を除くと概ね１を下回っており、時間の経過

に伴ってさらに低下していき、他の地域と比較して福島県に関するネガティブな感情が深

まっていることが示された。放射線に関する Tweet は全体的に減少し、放射能に対する気持

ちもポジティブに向かう傾向が見られたものの、福島県に関する Tweet がネガティブに向

かう傾向にある一方で、割合が上昇していることから、福島県に対する否定的な感情が強ま

っている可能性が認められた。福島県に関する Tweet 以外の Bot やリツイートは徐々にポ

ジティブに向かう傾向を示す一方で、福島県に関する Bot やリツイートはネガティブに向

かう傾向を示すことを明らかにした。これらの結果は、Bot やリツイートによって拡散され

た福島県と放射能を連想させる否定的な感情によって、福島県に対する嫌悪感が高まった

可能性が認められた。 

これらのことは、「原子力発電所事故によって生じた人々の不安が、放射線と関連して被

災地である福島県に対し、時間が経つにつれてより否定的な感情とともに人々に捉えられ

ていくようになり、それによって人々が福島に対する忌避感を増加させることに影響を与

えているのではないか」という仮説を強く支持する結果であった。 
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4. 総括 

本研究では、原子力災害に関連した人々の不安に対してどのように対応するか、また、

不安がどのように形成されていくかを明らかにすることは、今後同様の事態が発生した際

に、人々の不安を和らげ、風評被害などを防ぐための重要な課題であると考え、以下の提

案と調査を行った。 

第１章では、東日本大震災による福島第一原子力発電所事故後の状況を、チェルノブイ

リ原子力発電所事故後の欧州の状況と比較しつつ、汚染地域の人々の不安や課題を整理し

た。原子力災害後の人々のなかで、食事による内部被ばくに対する不安が大きく、これに

対する適切な情報提供が必要とされていることが明らかになった。また、人々に対し、

様々な情報提供が行われたにも関わらず、福島に対して放射線に関連した忌避感や悪感情

が発生していることが明らかになった。このような感情が形成されていった過程を明らか

にすることが、将来のリスクコミュニケーションや情報提供のあり方に寄与すると考えら

れた。 

第２章では、福島第一原子力発電所事故後、問題となった主要な課題の一つとして、被

災地の住民によるによる汚染された食物摂取の可能性であり、これによる内部被ばくが懸

念され食への不安となっていた。こうして実際に起きている食への不安に対応するため、

食物摂取による内部被ばくの管理を可能とする仕組みを構築し、被ばく履歴や目の前の食

事を食べることで予想される被ばく線量を視覚化することで、目の前の食事を食べるかど

うかを決めることのできる仕組みの提案を行った。これに関連して食物摂取による内部被

ばくを管理するため、食事から摂取された放射能の量を推定するシステムを開発した。こ

れを用いることで、人々の食品摂取による内部被ばくに対する不安に対し、適切な情報を

提供することを試みた。このために、チェルノブイリ原子力発電所事故後のヨーロッパの

内部被ばく評価に使用されたツールを、日本の食習慣に合わせて改変し、個人の内部被ば

くを管理できるようにした。Web アプリケーションで実装され、Web上で入手可能な食品
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中の放射性物質の検査結果を自動的に収集し、摂取した料理の放射能量を推定して自動的

に内部被ばく線量を計算して被ばく履歴を管理することができる仕組みを実装した。この

システムを利用することで、これまでどのくらい被ばくしたのかの履歴を管理し、目の前

の食事を食べることでどのくらい被ばくするのかを視覚化することができ、目の前の食事

を食べるかどうか自ら判断して決める自己決定権の回復が図られ、事故後の状況への無力

感を軽減することで、人々の食に対する不安を軽減できるものと考える。このシステムは

緊急時被ばく状況において重要であるものの、現在の状況においては食品中の放射性物質

の基準値によって厳格に管理され、これを超える放射能の食品は流通しないため重要度は

下がっているものの、このような仕組みを将来の不測の事態に備えて準備しておくことは

重要である。 

第３章では、福島第一原子力発電所事故によって生じた、人々の放射線に関連する不安が

どのように福島に向けられ、どのように福島への拒否感や悪感情が形成されていくのかを

明らかにすることを目的とした。事故後１年間に Twitter上に投稿された「放射線」、「放射

能」、「放射性物質」のいずれかを含むおよそ 1900万 Tweetを対象に、感情極性値を用いた

感情分析を行った。福島県に関する Tweet は、他の地域に関連した Tweet と比べて明らか

に否定的な感情を示し、時間の経過に伴ってさらにネガティブに向かう傾向を示した。放射

能に関する Tweet は全体的に減少し、放射能に対する気持ちもポジティブに向かう傾向が

見られたものの、福島県に関する Tweetがネガティブに向かう傾向にある一方で、割合が上

昇していることから、福島県に対する否定的な感情が強まっている可能性が認められた。福

島県に関する Tweet 以外の Bot やリツイートは徐々にポジティブに向かう傾向を示す一方

で、福島県に関する Bot やリツイートはネガティブに向かう傾向を示すことを明らかにし

た。これらの結果は、Botやリツイートによって拡散された福島県と放射能を連想させる否

定的な感情によって、福島県に対する嫌悪感が高まった可能性が認められた。 

これらのことは、「原子力発電所事故によって生じた人々の不安が、放射線と関連して被
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災地である福島県に対し、時間が経つにつれてより否定的な感情とともに人々に捉えられ

ていくようになり、それによって人々が福島に対する忌避感を増加させることに影響を与

えているのではないか」という仮説を支持するものであった。 

本研究では、原子力災害に伴う人々の食に対する不安に対し、適切な情報提供を行うため

の仕組みを構築した。自分の食事による内部被ばく情報を提供することで、自分ごととして

捉えられる情報を提供し、摂取するかどうかの判断を自ら決めることができるようにする

ツールである。福島第一原子力発電所事故によって不安を感じている住民のみならず、チェ

ルノブイリ原子力発電所事故による被害をうけている住民がこのツールを利用し、人々の

不安を軽減することが期待される。将来の原子力災害への備えとしても期待され、内部被ば

くに限らず、外部被ばくや医療被ばくとの連携や、栄養管理や食品汚染への応用も期待され

る。また、ソーシャルメディア上において、人々が放射線と福島に関連して否定的な感情を

増加させていく傾向を明らかにした。この結果は人々の感情が放射線と福島に関連して、ど

のように形成されていき、風評被害や放射線検査などに対する忌避感を醸成していったの

かを探る大きな手がかりとなり、今後のリスクコミュニケーションの発展に寄与すること

が期待される。 

 

  



   

 

 

 

- 132 - 

謝辞 

本研究を遂行するにあたり、多大なるご指導・ご助言を頂きました小笠原克彦教授に深

謝いたします。小笠原教授とは医療情報学連合大会での出会いをご縁に、博士後期課程に

社会人学生として入学し、６年間にわたりご指導賜りました。あまりにも遅筆で没連絡な

私を放り出すこともなく辛抱強く、時には千葉にまでお越しいただいて懇切丁寧にご指導

いただき、ようやっと完成を迎えることができました。偏に小笠原教授の辛抱強いご指導

の賜物であります。心より感謝申し上げます。また、本研究において適切なご助言を賜り

ました 副指導教員の北海道大学大学院保健科学研究院の伊達広行教授に深く御礼申し上

げます。 

この研究を始めるそもそもの始まりである医療情報分野へ導いてくださった奥真也先生

に深く感謝申し上げます。 

量子科学技術研究開発機構(QST)の奥田保男先生には職場において、業務と研究を両立

することに心を砕いていただき、自由な研究環境を整備してくださいました。心より感謝

申し上げます。 

学術論文執筆の際に共同研究者としてご助言いただきました、Nuclear Evaluation 

Protection Centre の Jacques Lochard 先生、Thierry Schneider 先生、QSTの吉田聡先

生、神田玲子先生、栗原治先生、吉永信二先生、青野辰雄先生、川口勇雄先生、松本雅紀

先生、矢島千秋先生、藤瀬大助先生、北海道科学大学谷川原綾子講師、北海道大学大学院

鈴木哲平特任助教に深く感謝申し上げます。 

社会人学生として千葉から遠隔で在籍することになった私に北海道大学の文化や、研究

に対する心構えなどを QST 横岡由姫先生、北海道科学大学 谷川琢准教授、小樽商科大学 

藤原健祐准教授にお教えいただき、遠く離れた地においても北海道大学生を自覚して研究

を進めることができました。ありがとうございました。 

本論文を執筆するにあたり、また、ここに挙げさせていただいた方以外にもあまりにも
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多くの方々のご支援を頂きました。お話を聞かせてくださった被災者の方々や、関連する

研究をされている先生方をはじめとして、福島県の方々には大変お世話になりました。残

念ながら紙幅が足りず、すべての方々のお名前をここに記して感謝を申し上げることはで

きなかった。お名前を挙げることができなかったにもかかわらずご支援いただいた方々に

は、ここにその非礼を心よりお詫び申し上げるとともに、お世話になったことを心より御

礼申し上げたい。震災から 10年という節目に、何とか本論文を仕上げることができまし

た。被災者の方たちを取り巻く様々な問題のほんのわずかな一粒に過ぎないが、本研究が

状況改善に向けた一助になることを心より願う。 

 

以下は私事であるが、博士課程への進学に際し、最初に背中を押してくれた伯父・郁夫

に感謝する。本論文の完成を前に旅立たれてしまったことは、まことに残念であり、悔や

みきれない。 

本論文は妻・千晶、息子・舜の支えと励ましがなければ完成できなかった。私の健康を

気遣い、研究に集中できるよう快く協力してくれたことに心より感謝いたします。 

最後に、長い間諦めることなく絶え間ない応援と支援をし続けてくれた、父・茂と母・

悦子に心より感謝いたします。 
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